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I. 模倣品をはじめとした知的財産権侵害品の定義 

1. 模倣品とは 

タイの知的財産権関連法令には「模倣品」の定義はなく、第三者の知的財産権を

侵害する物品一般を指すものと理解されている。 

 

2. 侵害行為の類型 

上記のとおり、模倣品とは第三者の知的財産権を侵害する物品を指すが、各知的

財産権に対する侵害行為の類型は以下のとおりである。 

(1) 特許権侵害 

タイ特許法（Patent Act (No. 2) B.E.2535 (1992) 及び Patent Act (No. 3) 

B.E.2542 (1999) による改正後の Patent Act B.E.2522 (1979)。以下「特許法」

という。）では、以下の行為が特許権に対する侵害行為と定められている。 

特許の主題 侵害行為 
特許法 

該当条文 

製品 

特許権者以外の者による特許製品の製造、使

用、販売、販売目的での所持、販売目的での

供給又は輸入 

36 条 1 段落(1) 

製法 

特許権者以外の者による特許製法の使用、又

は特許製法を使用して製造した製品の生産、

販売、販売目的での所持、販売目的での供給

若しくは輸入 

36 条 1 段落(2) 

但し、特許権の侵害に該当する行為であっても、以下の行為は、例外的に特許

権の侵害行為とはみなされない1。 

 例外行為 

①  
研究、調査、実験又は分析を目的とする行為（但し、特許の通常の実施と

不合理に矛盾せず、特許権者の利益を不当に侵害しない行為に限る） 

②  

製造者又は使用者が特許出願の事実を知らず、かつ、当該事実を知るべき

合理的な理由がなく、タイでの特許出願日より前に、善意で特許製品を製

造し若しくは特許方法を使用する行為、又はそのための装置を取得してい

た場合に特許製品を製造し若しくは特許方法を使用する行為 

 
1 特許法 36 条 2 段落 
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③  
専門の薬剤師若しくは開業医による医師の処方箋に基づく薬剤の調合又

はかかる医薬品に関する行為 

④  
特許期間の満了後に特許医薬品を製造、頒布又は輸入することを意図して

薬剤登録を行うための申請に関する行為 

⑤  

タイが当事国となっている特許保護に関する国際条約又は協定の当事国

の船舶が、一時的若しくは偶発的にタイの領海に侵入したときに、特許の

主題である装置をその船体又は付属品に必要な範囲内で使用する行為 

⑥  

タイが当事国となっている特許保護に関する国際条約又は協定の当事国

の航空機若しくは陸上車両が、一時的若しくは偶発的にタイの領空若しく

は領土に侵入したときに、特許の主題である装置をその構造物又は付属品

について使用する行為 

⑦  
特許権者の許可又は同意を得て製造若しくは販売されている特許製品の

使用、販売、販売目的での所持、販売目的での供給又は輸入 

 

(2) 小特許権侵害 

小特許権に対する侵害行為については、特許法の特許権に関する規定が準用さ

れており、特許権に対する侵害行為と同内容となっている2。 

 

(3) 意匠権侵害 

タイにおいては意匠権についても特許法で規律されている。特許法では、意匠

権に対する侵害とは、調査研究を目的とする場合を除き、意匠権者以外の者が、

製品の製造において当該意匠を使用し、又は当該意匠を具現した製品を販売し、

販売のために所持し、販売のために供給し若しくは輸入する行為と定められてい

る3。 

 

(4) 商標権侵害 

タイ商標法（Trademark Act (No. 2) B.E.2543 (2000) 及び Trademark Act (No. 

3) B.E.2559 (2016) による改正後の Trademark Act B.E.2534 (1991)。以下「商

標法」という。）では、以下の行為が商標権に対する侵害行為と定められている。 

  

 
2 特許法 65 条の 10 及び 36 条 
3 特許法 63 条 
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 侵害行為 
商標法 

該当条文 

①  

タイで登録されている他人の商標、サービスマーク、証明

標章又は団体標章（以下「商標等」と総称する。）を偽造

する行為 

108 条 

②  
タイで登録されている他人の商標等を、他人の商標等で

あるかの如く公衆を欺瞞するために模倣する行為 
109 条 

③  

タイで登録されている他人の商標等を付した包装又は器

具を、自己若しくは第三者の商品に関連して使用し、その

結果、その商品が当該商標等の所有者に属している、又は

その商品に関して使用することが許されていると、公衆

を誤認させる行為 

109-1 条 

④  
偽造又は模倣した他人の商標等を付した製品を、タイに

輸入し、頒布し、頒布するために所持する行為 
110 条 1 項 

⑤  
偽造又は模倣した他人の商標等を使用してサービスを提

供し、又はサービスの提供を申し出る行為 
110 条 2 項 

⑥  未登録商標の所有者の商品として商品を詐称する行為 46 条 2 段落 

 

(5) 著作権侵害 

タイ著作権法（Copyright Act (No. 2) B.E.2558 (2015)、Copyright Act (No. 3) 

B.E.2558 (2015) 及び Copyright Act (No. 4) B.E.2561 (2018) による改正後の

Copyright Act B.E.2537 (1994)。以下「著作権法」という。）では、以下の行為が

著作権に対する侵害行為と定められている。 

 侵害行為 
著作権法 

該当条文 

①  
著作権者の許可なく、著作物、視聴覚著作物、映画著作物

若しくは録音著作物を複製又は改変する行為 

27 条 1 項 

28 条 1 項 

②  
著作権者の許可なく、著作物、視聴覚著作物、映画著作物

若しくは録音著作物を公衆に伝達する行為 

27 条 2 項 

28 条 2 項 

③  
著作権者の許可なく、視聴覚著作物、映画著作物若しくは

録音著作物の原本又は複製物を貸与する行為 
28 条 3 項 

④  
著作権者の許可なく、映画館において、上映中の映画著作

物の音声若しくは画像又はその両方の複製を行う行為 
28/1 条 

⑤  

著作権者の許可なく、著作権を有する音又は映像を利用

した視聴覚物、映画、録音若しくは音声・映像放送物の製

作、再放送又は商業目的で公共の場での上映を行う行為 

29 条 



4 

 

⑥  

著作権者の許可なく、著作権を有するコンピュータープ

ログラムの複製、改変、公衆への伝達又はその原本若しく

は複製物を貸与する行為 

30 条 

⑦  

著作権を侵害していることを知っていた若しくは知るべ

きであった者が、著作権侵害物を販売し、販売目的で所持

し、販売の申し出をし、貸与し、貸与の申し出をし、割賦

販売し、割賦販売の申し出をし、公衆へ伝達し、頒布し、

タイへ持ち込み、又は輸入する行為 

31 条 

但し、著作権の侵害に該当する行為であっても、著作権者による著作物の通常

の利用と相反せず、かつ、著作権者の正当な権利を不当に害さない行為は著作権

の侵害行為とはみなされない4。著作権の侵害とみなされない行為は、具体的には

以下のとおりである。 

 例外行為 
著作権法 

該当条文 

①  営利目的でない著作物の分析又は研究 32 条 2 段落(1) 

②  
個人的な利益のため、又は家族若しくは近親者の利益と

共に自己の利益のために使用する行為 
32 条 2 段落(2) 

③  
著作権者を明示した上での著作物に対する批評、批判又

は紹介 
32 条 2 段落(3) 

④  
著作権者を明示した上での著作物のマスメディアを通

じた報道 
32 条 2 段落(4) 

⑤  

権限を有する公務員による司法手続若しくは行政手続

のための複製、改変、展示若しくは開示、又は当該手続

の結果の報告 

32 条 2 段落(5) 

⑥  教師による、教育目的での複製、改変、展示又は開示 32 条 2 段落(6) 

⑦  

教師若しくは教育機関が、教室若しくは教育施設内で学

生へ配布若しくは販売するために、著作物を複製、一部

改変、省略又は要約する行為 

32 条 2 段落(7) 

⑧  試験の問題若しくは回答の一部として利用する行為 32 条 2 項(8) 

⑨  
著作物の原作品又は複製物の所有権を合法的に取得し

た者による当該著作物の原作品又は複製物の販売 
32/1 条 

 
4 著作権法 32 条 1 段落 
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⑩  

コンピューターシステムに備え付けられた機器若しく

はコンピューターシステムを介した著作物の送信過程

を正常に実行させるために複製物の利用が必要不可な

場合における、合法的に取得した著作物又はその複製物

のコンピューターシステム上での複製 

32/2 条 

⑪  

視覚、聴覚、運動、知識又は学習能力の障碍によって著

作物へのアクセスが出来ない人のために、認可団体が行

う以下の行為 

(i) 合法的に入手した公衆に公開若しくは伝達済みの

著作物の複製又は改変 

(ii) 上記に基づいて複製又は改変された著作物の複製

物の公衆への伝達 

32/4 条 

⑫  
著作権者を明示した上での著作物の一部の合理的な抽

出、引用、複製、模倣又は参照 
33 条 

⑬  

営利目的でない、図書館の司書による、図書館内での使

用のための複製、又は研究若しくは学術目的で個人のた

めに行われる合理的な一部の複製 

34 条 

⑭  

営利目的でない、(i)コンピュータープログラムの研究又

は学習、(ii)コンピュータープログラムの複製物の所有

者のために行う使用、(iii)著作権者を明示した上でのコ

ンピュータープログラムに対する批評、批判又は紹介、

(iv)著作権者を明示した上でのコンピュータープログラ

ムのマスメディアを通じた報道、(v)保守又はバックア

ップのために正当にコンピュータープログラムを購入

又は受領した者による当該コンピュータープログラム

の必要な数量の複製、(vi)権限を有する公務員による司

法手続若しくは行政手続のための複製、改変、展示若し

くは開示又は当該手続の結果の報告、(vii)試験の問題若

しくは回答の一部としてのコンピュータープログラム

の使用、(viii)使用のために必要なコンピュータープロ

グラムの改変、(ix)公衆の利益のためにコンピューター

プログラムを引用又は研究する目的で保存するために

行う複写 

35 条 
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⑮  

慈善、教育、宗教、社会福祉を目的とする協会、財団又

はその他の団体による、非営利目的で、直接又は間接を

問わず、入場料を取らず、実演家にも報酬を支払わない、

演劇著作物又は音楽著作物の公衆への伝達 

36 条 

⑯  

公共の場所で展示されている美術品の描画、塗装、建築、

浮彫、塑像、彫刻、印刷、写真撮影、映画撮影若しくは

ビデオ放送又はこれらと類似する行為 

37 条 

⑰  
建築物の描画、塗装、浮彫、塑像、彫刻、印刷、写真撮

影、映画撮影若しくはビデオ放送 
38 条 

⑱  
芸術が構成要素なっている作品の写真撮影、映画撮影又

はビデオ放送 
39 条 

⑲  

創作者以外の者が共同で著作権を有する美術著作物に

ついて、その創作者による、原画の一部の複製、又は原

画の創作に用いた研究から得た印刷パターン、スケッ

チ、計画、モデル若しくはデータの利用による他の芸術

作品の創作 

40 条 

⑳  建築著作物の復元 41 条 

○21  

映画に含まれている文学著作物、演劇著作物、美術著作

物、音楽著作物、視聴覚著作物、録音著作物、その他映

画に使用された著作物の著作権について、当該映画の著

作権保護期間終了後における公衆への伝達 

42 条 

○22  
政府が所有する著作物について、権限を有する公務員に

よる行政執行又は命令に基づいて行われる複製 
43 条 

 

(6) 刑法で規定される侵害 

知的財産法関連法令に加えて、タイ刑法（Criminal Code B.E.2499 (1956)。以

下「刑法」という。）においても、知的財産権に対する侵害行為が規定されてお

り、以下の行為が知的財産権に対する侵害行為と定められている。 

 侵害行為 
刑法 

該当条文 

①  

商品の出所、性質、品質若しくは質量に関して買主を騙す

意図で、不正に若しくは詐欺的なあらゆる方法を使って

商品を販売する行為で、不正行為及び詐欺に該当しない

行為5 

271 条 

 
5 不正行為又は詐欺に該当する場合には刑法の詐欺に関する規定が適用される。 
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②  

公衆に対して他人の商品若しくは事業であると信じさせ

ることを目的として、他人が事業に使用している名称、外

観、創作されたマーク若しくはその他の文言を使用し、又

はこれらを商品、包装、カバー、広告、価格表、ビジネス

レター若しくはこれらに類似するものに表示させる行為 

272 条 1 項 

③  
国内外を問わず登録されている他人の登録商標を偽造す

る行為 
273 条 

④  
国内外を問わず登録されている他人の登録商標を模倣し

て、公衆に当該他人の登録商標であると信じさせる行為 
274 条 

⑤  

刑法 272 条 1 項に規定された名称、外観、創作されたマ

ーク若しくはその他の文言が付された商品、又は 273 条

若しくは 274 条に規定された他人のものであると偽造若

しくは模倣された商標が付された商品をタイ国内に持ち

込み、処分し、又は処分のために露出させる行為 

275 条 
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II. 権利取得 

1. 特許権の取得 

(1) 根拠法 

タイにおける特許権の取得に関する根拠法は特許法である。 

特許法の原文はタイ語であるが、タイ知的財産局（Department of Intellectual 

Property。以下「DIP」という。）が参考英訳を6、日本国特許庁が参考和訳を公

表している7。 

特許法は現在改正が検討されており、DIP は、2015 年 12 月、2019 年 9 月及

び 2020 年 9 月に改正案を公表し、パブリックコメントに付しているが、本マニ

ュアル作成日時点においては、公布、施行されていない。2020 年 9 月 30 日に公

表された改正案における、主な改正点は以下のとおりである8。 

 改正内容 
特許法改正案 

該当条文 

①  
部分意匠の出願及び登録を可能にするための「意匠」の定

義の変更 
3 条 

②  
関連意匠の出願及び登録を可能にするための「本意匠」

（primary design）の定義の新設 
3 条 

③  
特許を受けることができない発明として、外科手術手法・

公序良俗に反して利益を追求する発明等を追加 
9 条 

④  

発明が遺伝資源又は伝統的知識を含む場合、特許／小特

許出願の際に、遺伝資源又は伝統的知識の出所を示すと

ともに、利用前の許可申請書及び利益配分に関する合意

書を提出する義務の追加 

17/1 条 

⑤  
出願公開前の分割請求を認めるための条文の修正及び増

補 
20 条 

⑥  形式審査を簡素化するための条文の修正及び増補 28 条 

⑦  
出願公開を 2 回に分割し、初回の出願公開を出願日から

18 か月以内に行う旨の規定の追加 
28/1 条 

⑧  実体審査請求の期間を出願日から 3 年以内に変更 29 条 

⑨  
実体審査後の 2 回目の出願公開日から 90 日以内に、第三

者は異議申立てできる旨の規定の追加 
32/2 条 

 
6 http://www.ipthailand.go.th/images/633/Patent-Act-Edit.pdf 
7 https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/thailand-tokkyo.pdf 
8 https://www.ipthailand.go.th/images/2563/Draft Patent/Draft Patent.pdf 
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⑩  特許付与後の軽微補正を許容する旨の規定の追加 37/1 条 

⑪  特許のライセンス契約の登録義務の追加 41/1 条 

⑫  

TRIPS 協定 31 条の 2 に従った強制実施権（タイ国内で

製造された医薬品の製造技術のない国への輸出の許可）

に関する規定の追加 

51/1 条 

⑬  PCT 出願に関する章の追加 55/1～9 条 

⑭  
先行意匠の調査方法の変更（タイ国外の先行意匠も調査

対象に含める） 
57 条 

⑮  意匠に関する優先権主張の要件、手続、その他条件の変更 57/1 条 

⑯  意匠出願の分割を認めるための条文の追加 60/1 条 

⑰  
意匠出願人による、意匠公開の延長請求を認めるための

条文の追加 
60/7 条 

⑱  
意匠の保護期間を、当初 5 年、その後 5 年毎に 2 回の更

新を認め、最長 15 年へ延長するための条文の修正・増補 
62 条 

⑲  ハーグ協定に関する章の追加 65/1～11 条 

⑳  小特許の実体審査請求期間を出願日から 6 年以内に変更 65 条の 6 

 

(2) 保護対象 

① 概要 

特許権の保護の対象は「発明」であり、①新規性、②進歩性及び③産業上の

利用可能性がなければならない9。 

「発明」とは、新しい製品若しくは製法を生み出す技術革新、発明又は既知

の製品若しくは製法の改良を意味し、「製法」とは、製品を製造し、製品の品質

を維持若しくは改良する方法、技法又は工程を意味し、その製法の応用を含む

とされている10。 

② 新規性 

発明に新規性が認められるためには、以下の発明に該当しないことが必要で

ある11。 

(i) 
出願日より前に国内で他人に広く知られていた、又は用いられていた

発明 

 
9 特許法 5 条 
10 特許法 3 条 
11 特許法 6 条 1 段落 
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(ii) 
出願日より前に国内外でその主題が文書若しくは印刷物に記載されて

いた、又は展示その他の方法で一般に開示されていた発明 

(iii) 出願日より前に国内外で特許又は小特許の付与を受けていた発明 

(iv) 
出願日の 18 か月より前に外国で特許又は小特許が出願されたが、かか

る特許又は小特許が付与されなかった発明 

(v) 出願日より前に国内外で出願され、その出願が公開されていた発明 

③ 進歩性 

発明に進歩性が認められるためには、当該発明が該当する技術分野における

通常の知識を有する者にとって、自明でないことが必要である12。 

④ 利用可能性 

発明に産業上の利用可能性が認められるためには、当該発明が、手工芸、農

業又は商業を含む、いずれかの産業において、製造又は使用することができる

ことが必要である13。 

⑤ 例外 

以上の要件を満たす発明であっても、以下に関する発明は、特許の保護の対

象外となる14。なお、前記のとおり、特許法の改正案では、下記に加えて、外科

手術手法や公序良俗に反して利益を追求する発明が保護の対象外として追加さ

れる予定である。 

(i) 
自然発生する微生物及びそれらの成分、動物、植物又は動物若しくは植

物からの抽出物 

(ii) 科学的又は数学的法則及び理論 

(iii) コンピュータープログラム 

(iv) 人間及び動物の疾病の診断、処置又は治療の方法 

(v) 公の秩序、道徳、健康又は福祉に反する発明 

 

(3) 出願人の要件及び代理人の要否 

タイにおいて特許出願を行うためには、出願人が以下のいずれかに該当しなけ

ればならない15。 

 
12 特許法 7 条 
13 特許法 8 条 
14 特許法 9 条 
15 特許法 14 条 



11 

 

①  タイ国民又はタイ国内に本社を有する法人 

②  
タイが当事国となっている特許保護に関する条約又は国際協定の当事国

の国民 

③  タイ国民又はタイ国内に本社を有する法人に特許出願を認める国の国民 

④  

タイ国内又はタイが当事国となっている特許保護に関する条約若しくは

国際協定の当事国内に住所を有しているか又は事実上の工業施設若しく

は商業施設を有している法人 

また、上記の要件のいずかを満たす場合であっても、タイ国内に居住していな

い出願人は、出願にあたって DIP 長官に登録されたタイ国内の特許代理人

（Registered Patent Agent）を選任しなければならない16。 

代理人を通じて出願を行う場合には、出願時に委任状を提出する必要がある。

外国法人又は外国人による当該委任状には、原則としてタイの外交代表者、商務

参事官、通商局長官、商務官若しくは出願人の国の領事又は出願人の国の法律に

より署名認証権限を付与された公証人による公証が必要である17。また、委任状

がタイ語以外の言語で作成されている場合には、タイ語の翻訳文に翻訳者及び代

理人の認証を付して提出する必要がある18。 

 

(4) 出願手続 

① 概要 

特許権の出願手続は、特許出願規則に定める手続に従って行う必要があり19、

DIP 長官が定める様式による出願書（参考資料 1）を、DIP 又は DIP 長官が指

定する地方通商事務局若しくはその他の政府機関に、出願料（500 バーツ）と

共に提出して行う20。 

なお、DIP が提供するオンラインシステム21を通じて出願を行うことも可能

であるが、事前にアカウント登録を行い、ID 及びパスワードを設定する必要が

ある。 

② 出願書 

出願書には、主に以下の事項を記載し、(i)発明の説明、(ii)クレーム、(iii)要約

 
16 Ministerial Regulation No. 21 (B.E.2542) (1999)（以下「特許出願規則」という。）13 条 1 段落 
17 特許出願規則 13 条 2 段落 
18 特許出願規則 15 条 
19 特許法 17 条 1 段落 
20 特許出願規則 2 条 1 段落 
21 https://sso.ipthailand.go.th/login?app id=1700000003&redirect url=https:%2F%2Fportal.ipthailan

d.go.th%2Ftoken%3Fcontinue url%3Dhttps%253A%252F%252Fportal.ipthailand.go.th%252F 
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及び(iv)図面（もしあれば）を各 3 部又は DIP 長官が 5 部以内で指定する部数

を添付した上で、提出しなければならない22。 

出願書及び添付書類は全てタイ語で記載する必要があるが、タイ以外の国で

出願を行っている場合には、添付書類については出願を行った国の言語で提出

でき、この場合には出願日から 90 日以内にタイ語訳を提出することで足りる

23。 

 出願書記載事項 

①  発明の名称 

②  出願人の情報 

③  特許出願する権利（発明者か譲受人か等） 

④  代理人の情報 

⑤  発明者の情報 

⑥  分割・関連出願の情報 

⑦  外国出願の情報 

⑧  添付書類の情報 

(i) 発明の説明 

「発明の説明」には、出願書に表示される発明の名称を記載するとともに、

以下の事項が記載されなければならない24。 

 記載内容 

(a)  発明の特徴及び目的 

(b)  発明が関連する技術分野の特定 

(c)  
発明の理解、調査及び審査のために有益と思われる関連背景技術の表

示並びに関連書類の引用（もしあれば） 

(d)  
発明の完全、明確かつ正確な開示であって、それに関する技術分野で

通常の知識を有する者が同発明を実施及び使用できるような記載 

(e)  図面（もしあれば）の簡単な説明 

(f)  
発明者が考える当該発明の最良の実施態様について、用例、関連する

背景技術及び図面を引用した説明 

(g)  
（発明の内容から推定できない場合には）産業、手工芸、農業又は商

業分野における当該発明の応用手段の例示 

 
22 特許出願規則 2 条 2 段落 
23 特許出願規則 12 条 2 段落 
24 特許出願規則 3 条 1 段落 
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(ii) クレーム 

「クレーム」は、上記の発明の説明に沿って、明確かつ正確に記載しなけ

ればならず、図面を伴う場合にはクレームにおいて発明の技術的特徴を述べ

ることができ、この場合には、図面中に記された参照番号又は記号をかかる

技術的特徴の後ろに括弧書きで記さなければならない25。 

また、1 つの特許出願について、同一カテゴリーにある複数の独立クレー

ムを記載することができ、独立クレームに続いてその従属クレームを記載し、

発明の特徴を追加して述べることも可能である26。 

(iii) 要約 

「要約」は、上記の発明の説明、クレーム及び図面（もしあれば）に含ま

れる開示事項の要約をもって構成される。要約は、主要な各技術的特徴を簡

潔に記載するとともに、技術的問題及びその発明による当該問題の解決並び

に当該発明の実施についての理解を高める方法でまとめられなければなら

ない27。 

(iv) 図面 

特許出願書に図面を添付する場合には、発明の説明と矛盾なく、かつ、図

面の原則に従って記載されなければならない28。 

③ 譲渡証 

特許を出願する権利は第三者に譲渡することができ、出願する権利を譲り受

けた者が出願を行う場合には、出願に際して譲渡証を提出しなければならず、

譲渡人及び譲受人の署名が必要である29。 

④ 優先権主張 

タイはパリ条約に加盟しているため、パリ条約加盟国の国民であって、加盟

国において特許出願を行っている出願人は、当該特許について、タイで優先権

を主張することができる30。 

優先権を主張するためには、外国での最初の特許出願日から 12 か月以内に

タイで特許出願を行う必要があり、かつ、出願時又は出願公告前で外国での最

 
25 特許出願規則 4 条 1 段落及び 2 段落 
26 特許出願規則 4 条 3 段落 
27 特許出願規則 6 条 
28 特許出願規則 7 条 
29 特許法 10 条 
30 特許法 19 条の 2 
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初の特許出願日から 16 か月以内に、DIP 長官の定める様式による優先権主張

申請書（参考資料 2）及び出願を行った国の特許庁が認証した出願書類の謄本

を提出しなければならない31。 

⑤ PCT 出願 

タイは、2009 年 12 月 24 日を効力発生日として、特許協力条約（PCT）に

加盟しており、PCT 出願を利用することもできる。 

他国の特許庁に対して行った PCT 出願をタイへ国内移行させるためには、

最初の出願日から 30 か月以内に所定の様式による出願書（参考資料 3）と PCT

出願書類及びそのタイ語翻訳を DIP に提出するとともに、手数料を納付する必

要がある32。 

⑥ 外国審査報告書 

出願人は、タイでの特許出願の対象となっている発明について、外国でも特

許出願を行っている場合には、当該外国の特許庁から審査報告書又は審査の結

果を示すその他の書類を受領した日から 90 日以内に、当該書類及びそのタイ

語翻訳文を DIP に提出しなければならない33。出願人が、当該期限までにこれ

らの書類を提出しない場合には、当該出願は放棄されたとみなされる34。 

⑦ 共同発明 

1 つの発明が複数の者によって行われた場合には、共同で特許出願を行うこ

とができる35。 

共同発明者のいずれかが特許出願に加わることを拒んだ場合、その所在が不

明である場合又は特許出願を行う資格がない場合には、他の発明者が代わりに

特許出願することもできる。この場合、特許出願に参加しなかった共同発明者

は、特許付与前であれば何時でも出願に参加することを請求できる36。 

⑧ 自発補正 

出願人は、出願公告前であれば、発明の範囲を拡大しない限り、出願の補正

を求めることができる37。なお、DIP 長官の許可を得た場合には、出願公告後で

 
31 特許出願規則 10 条 
32 Ministerial Regulation on the Application for Patent Protection to Implement the Patent Treaty 

Cooperation B.E.2552 (2009）（以下「PCT 出願規則」という。）22 条 
33 特許法 27 条 2 段落及び 3 段落 
34 特許法 27 条 4 段落 
35 特許法 15 条 1 段落 
36 特許法 15 条 2 段落及び 3 段落 
37 特許法 20 条及び特許出願規則 16 条 
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あっても、付与前であれば補正を行うことが認められる。 

 

(5) 予備審査 

① 概要 

出願書類が提出された後、審査官は、(i)出願書類が特許出願規則に従って作

成されているか、(ii)当該発明が特許法 9 条に定める発明（保護の対象外となる

発明）に該当しないか、(iii)出願人が特許法に基づいて当該特許を出願する権利

を有しているか、(iv)出願人が特許法 16 条に基づいて当該特許の付与を受ける

権利を有しているか、(v)当該発明について出願日より前に小特許の出願がなさ

れていないか（以下、本項において「方式要件」という。）について審査（以下、

本項において「予備審査」という。）を行う38。 

予備審査及び後記の実体審査の詳細については、DIP が公表している「発明

特許及び小特許出願審査マニュアル」（以下「特許審査マニュアル」という。）

に規定されており39、日本貿易振興機構（JETRO）が参考和訳を公表している

40。 

② 出願の分割 

予備審査の過程において、審査官が、単一の発明を構成する関連性のある発

明に該当しない複数の異なる発明についての出願であると判断した場合、出願

人に対して、出願を分割するよう求めることができる41。 

出願人が、審査官からの要請に従い、通知を受領した日から 180 日以内に分

割出願を行った場合には、当該分割出願は、当初の特許出願日に出願されたと

みなされる42。 

審査官からの分割出願要請に応じられない場合には、出願人は、通知を受領

した日から 120 日以内に、DIP 長官に対して審判請求を行うことができ、DIP

長官の決定が最終決定となる43。 

③ 補正命令 

予備審査の結果、審査官が、方式要件を満たしていないと判断した場合又は

当該発明が特許法 9 条に基づき部分的に特許性を欠いていると判断した場合に

 
38 特許法 24 条(1)及び Ministerial Regulation No. 22 (B.E.2542) (1999)（以下「特許審査規則」とい

う。）2 条 
39 http://www.ipthailand.go.th/images/3534/PATENT/PatentDocument.pdf 
40 https://www.jetro.go.jp/ext images/world/asia/th/ip/pdf/patent manual2019 th jp.pdf 
41 特許法 26 条 1 段落 
42 特許法 26 条 2 段落 
43 特許法 26 条 4 段落 



16 

 

は、出願人に対して、補正を命令する通知を送付する44。出願人は、当該通知の

受領日から 90 日以内に意見を述べ、又は出願書の補正を行うことができ、90

日以内にこれに応じない場合には出願は放棄したとみなされる45。 

④ 拒絶査定 

予備審査の結果、審査官が、当該発明が特許法 9 条に基づき特許性を欠いて

いると判断した場合には、当該出願を拒絶することを求める審査報告書を DIP

長官に提出する46。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願を拒絶す

る決定を行った場合には、審査官は、当該決定から 15 日以内に、配達証明付き

書留郵便又は長官の定めるその他の方法で出願人に通知するとともに、DIP 内

の出入り自由な場所において当該拒絶決定を 30 日間掲示して公告する47。 

⑤ 出願公告 

予備審査の結果、審査官が方式要件を満たしていると判断した場合、その旨

の審査報告書を DIP 長官に提出する48。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が方式要件を満たし

ていると判断した場合には、DIP 長官は当該出願の公告を決定する49。審査官

は、出願公告決定がなされた旨を配達証明付き書留郵便又は長官の定めるその

他の方法で出願人に通知し、公告料（250 バーツ）の納付を求める50。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に公告料を納付しなければなら

ず、公告料を納付した場合には、当該出願は特許出願公報において公告される

51。 

一方、出願人が、当該通知の受領日から 60 日以内に公告料を納付しない場合

には、審査官は再度配達証明付き書留郵便をもって出願人に通知し、出願人が

再度の通知を受領した日から 60 日以内に公告料を納付しない場合には、当該

出願は放棄したとみなされる52。 

 

 
44 特許審査規則 5 条 
45 特許審査マニュアル 1 章 1 部 24.1 項 
46 特許審査規則 6 条 
47 特許法 28 条(1)及び特許審査規則 9 条 1 段落 
48 特許審査マニュアル 1 章 1 部 25 項 
49 特許法 28 条(2) 
50 特許法 28 条(2) 
51 特許審査規則 10 条 1 段落 
52 特許法 28 条(2) 
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(6) 異議申立て 

公告された特許出願について、自己が特許付与を受ける資格を有すると考える

者又は当該出願が方式要件を満たさないと考える者は、公告日から 90 日以内に、

異議申立てを行うことができる53。 

異議申立てがなされた場合、審査官は、出願人に対して、異議申立書の写しを

送付する54。出願人は、異議申立書の写しの受領日から 90 日以内に答弁書を提出

しなければならず、90 日以内に答弁書を提出しない場合には、当該出願を放棄し

たとみなされる55。 

異議申立手続では、異議申立人及び出願人は、自らが依拠する根拠を裏付ける

ために、証拠の提出又は追加の陳述を行うことができる56。審査官は、異議申立

人及び出願人が提出した証拠及び陳述等を検討の上、異議申立てを認めて当該出

願を拒絶するか、異議申立てを拒絶するかについて判断し、DIP 長官に報告する。 

DIP 長官が異議申立てを拒絶することを決定した場合には、審査官は、当該決

定及びその理由を出願人及び異議申立人に通知する57。異議申立人は、不服があ

る場合には、当該通知の受領日から 60 日以内に特許委員会へ審判請求を行うこ

とができる58。 

一方、DIP 長官が異議申立てを認めて当該出願を拒絶することを決定した場合

には、審査官は、当該決定及びその理由を出願人及び異議申立人に通知する59。

出願人は、不服がある場合には、当該通知の受領日から 60 日以内に特許委員会

へ審判請求を行うことができる60。 

 

(7) 実体審査 

① 実体審査請求 

出願人は、出願公告後 5 年以内、又は異議申立若しくは審判請求が提出され

ている場合には最終決定後 1 年以内のいずれか遅く満了する期限内に、所定の

様式（参考資料 4）を用いて、実体審査を求める請求を行わなければならず、当

該期限までに実体審査請求を行わない場合には、当該出願は放棄されたとみな

される61。なお、前記のとおり、特許法の改正案では、実体審査の請求期限が、

 
53 特許法 31 条 1 段落 
54 特許法 31 条 2 段落 
55 特許法 31 条 2 段落 
56 特許法 32 条 1 段落 
57 特許法 32 条 2 段落 
58 特許法 72 条 1 段落 
59 特許法 32 条 2 段落 
60 特許法 72 条 1 段落 
61 特許法 29 条 1 段落 
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出願日から 3 年以内に短縮される予定である。 

② 実体審査 

実体審査請求がなされた場合、審査官は、対象となる発明に、①新規性、②

進歩性及び③産業上の利用可能性が認められるか否かについて、特許審査マニ

ュアルに定める手順に従って実体的な審査を行う。 

審査官は、審査の過程において、出願人を召喚して質問を行い又は書類等の

提出を求め、出願に対して意見を述べ又は補正を求めることができる62。補正命

令が出された場合の手続については、前記 II.1.(5)③を参照されたい。 

実体審査の完了後、審査官は、自己の意見を記載した審査報告書を DIP 長官

に提出する63。 

③ 拒絶査定 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願を拒絶す

る決定を行った場合には、審査官は、当該決定を出願人に通知するとともに、

公告する64。 

④ 付与査定 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願について

特許を付与する決定を行った場合には、審査官は、出願人に対して、登録料（500

バーツ）を納付するよう通知する65。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に、登録料を納付しなければなら

ない66。出願人が期限内に登録料を納付した場合には、当該出願は納付後 15 日

以内に登録され、特許登録証（参考資料 5）が発行される67。 

 

(8) 早期審査制度 

タイでは、一般的な早期・優先審査制度は存在しないが、特定の国・地域との

間で以下のような早期審査制度を導入している。 

① PPH（特許審査ハイウェイ） 

DIP は、日本国特許庁との間で PPH 試行プログラムを導入しており、日本

 
62 特許法 27 条 1 段落及び特許審査マニュアル 1 章 3 部 4 項 
63 特許法 33 条 1 項 
64 特許法 30 条 
65 特許法 33 条 2 段落及び 3 段落 
66 特許法 33 条 3 段落 
67 特許法 33 条 4 段落 
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国特許庁に行った出願（以下「日本出願」という。）を基礎とした出願について

は、DIP に対して PPH の申請を行うことにより早期に審査が実施される。 

PPH を申請するためには、①日本出願について日本国特許庁から出された全

てのオフィスアクション及びその翻訳文（英語又はタイ語）、②日本出願の特許

可能と判断された全てのクレーム及びその翻訳文、③日本国特許庁の審査官が

引用した引用文献並びに④クレーム対応表を添付した上で、所定の申請書（参

考資料 6）を DIP に提出して行う。 

② ASPEC（ASEAN 特許審査協力） 

ASPEC は、ミャンマーを除く ASEAN9 か国の特許庁間において、特許調

査・審査を協力して行うプログラムであり、他の ASPEC 加盟国のいずれかの

国において特許付与を受けた特許権について、DIP に対して ASPEC の申請を

行うことにより早期審査の対象となる。 

ASPEC を申請するためには、①特許付与を受けたクレームの写し及び②特

許付与を受けた国の特許庁による調査・審査報告書を添付した上で、所定の申

請書（参考資料 7）を DIP に提出して行う。 

 

(9) 職務発明制度 

タイでは、雇用契約又は一定業務の遂行を目的とする契約の下でなされた発明

の特許を出願する権利は、契約に特段の定めがない限り使用者又は業務委託者に

帰属する68。使用者又は業務委託者は、当該発明から利益を受ける場合には、発

明を行った者に対して報奨金を支払わなければならず、報奨金の支払義務を契約

等によって排除することは認められない69。 

報奨金が支払われない場合又は報奨金の金額が正当でない場合には、従業員は、

特許付与後で、かつ、特許の付与を知った日から 1 年以内に、DIP 長官に対して、

報奨金の支払いを求める請求を行うことができる70。 

報奨金の支払請求がなされた場合、DIP 長官は、従業員の賃金、発明の重要性、

発明から生じる利益、従業員の職務内容、従業員が発明を創作するために供した

労力及び技能、使用者が行った援助、発明に関与した従業員数等を考慮した上で、

適当と判断する報奨金額を決定する71。 

 

 
68 特許法 11 条 1 段落 
69 特許法 12 条 1 段落及び 2 段落 
70 特許法 12 条 3 段落及び Ministerial Regulation No. 24 (B.E.2542) (1999)（以下「職務発明規則」とい

う。）3 条 
71 特許法 12 条 3 段落及び職務発明規則 3 条 
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(10) 審判制度 

① 審判機関 

特許出願に関する審判手続は、DIP 内に設置されている特許委員会において

審判手続が実施される。特許委員会は、法制委員会事務総長を議長とし、内閣

によって指名された科学、工学、工業、農業、薬学、経済、法律の分野におけ

る有識者 12 名以下の委員から構成され、委員のうち少なくとも 6 名は民間か

ら任命される72。委員の任期は 2 年間で再任可能となっている73。 

② 審判対象 

特許委員会における審判の対象は、DIP 長官による、共同発明者の出願参加、

特許出願の拒絶査定又は異議申立、報奨金及びライセンス・強制実施権に関す

る決定であり、原則として利害関係人のみが、特許委員会に審判を申立てるこ

とができる。 

③ 申立手続 

DIP 長官による決定に対して不服がある場合には、利害関係人は、DIP 長官

の決定を受領した後 60 日以内74に審判を申立てることができる75。 

申立ては、所定の申立書、委任状及び申立てに関連する証拠書類を特許委員

会に提出し、かつ、相手方がいる場合には相手方にもこれらの書類を送付する

ことで開始される76。但し、申立てと同時に証拠書類を提出できない場合には、

申立てから 60 日以内であれば追完することができ、この追完期間は 30 日を上

限として 2 回（合計で 60 日が上限）まで延長を申請することができる77。 

④ 特許委員会の審決 

審判の申立てがあった場合、特許委員会は、委員の総数の半数以上の出席を

その定足数とし、出席委員の過半数をもって決定を行う78。 

⑤ 審決に対する不服申立 

審決に対して不服がある場合には、審決の受領日から 60 日以内に裁判所に

 
72 特許法 66 条 1 段落 
73 特許法 67 条 1 段落 
74 但し、強制実施許諾用意に基づくライセンス条件に関する決定については 30 日以内（特許法 45 条） 
75 特許法 72 条 1 段落 
76 特許法 72 条 2 段落 
77 Regulations of the Patent Board on Introduction of Evidence or Making of Additional Statement 

B.E.2541 (1998) 6 条 
78 特許法 69 条 
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不服申立をすることができ、60 日以内に提訴されなかった場合には、特許委員

会の審決は確定する79。 

 

(11) 保護期間・年金 

特許の保護期間は、出願日から 20 年である80。 

特許権者は、保護期間の 5 年目以降毎年、各年度の開始日から 60 日以内に、

年金を納付しなければならない81。当該期間内に年金を納付できなかった場合、

特許権者は、期間満了後 120 日以内であれば、30%の割増手数料を支払うことに

よって追納することが可能である82。 

この 120 日の期間内に年金を支払わなかった場合には、DIP 長官によって、特

許委員会に対して当該特許の取消しが請求される83。本マニュアル作成日時点に

おける年金額は以下のとおりである。 

年 金額 

5 年目 1,000 バーツ 

6 年目 1,200 バーツ 

7 年目 1,600 バーツ 

8 年目 2,200 バーツ 

9 年目 3,000 バーツ 

10 年目 4,000 バーツ 

11 年目 5,200 バーツ 

12 年目 6,600 バーツ 

13 年目 8,200 バーツ 

14 年目 10,000 バーツ 

15 年目 12,000 バーツ 

16 年目 14,200 バーツ 

17 年目 16,600 バーツ 

18 年目 19,200 バーツ 

19 年目 22,000 バーツ 

20 年目 25,000 バーツ 

一括払い 140,000 バーツ 

 

 
79 特許法 74 条 1 段落 
80 特許法 35 条 
81 特許法 43 条 1 段落 
82 特許法 43 条 3 段落 
83 特許法 43 条 4 段落 
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(12) 譲渡・ライセンス 

特許権者は、特許権を行使する権利を第三者に譲渡又はライセンスすることが

できる84。譲渡又はライセンスは、書面で行う必要があり、DIP に登録しなけれ

ばならない85。なお、ライセンスの付与にあたっては、不当に反競争的な条件、

制限又はロイヤルティ規定をライセンシーに課すことは禁止されている86。 

 

(13) 放棄・取消し 

特許権者は、DIP に所定の様式を提出することにより、特許権を放棄すること

ができる87。 

また、特許権が特許法の規定に反して付与されたと考える者は、裁判所に対し

て、当該特許権の取消しを請求することができる88。 

 

  

 
84 特許法 38 条 
85 特許法 41 条 1 段落 
86 特許法 39 条 1 段落(1) 
87 特許法 53 条 1 段落 
88 特許法 54 条 1 段落 
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(14) 審査フローチャート 

タイにおける特許出願審査の流れをフローチャートにすると以下のとおりと

なる89。 

 

 

  

 
89 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 
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(15) 検索システム 

DIP は、オンラインによる特許権の検索システム（Search Patent System）を

提供しており、一部タイ語表示となっているものの、多くの情報が英語で表示さ

れており、英語での検索も可能である。なお、この検索システムには、特許権の

他に、小特許権及び意匠権の情報も含まれており、同時に検索することができる。

具体的な検索方法は以下のとおりである。 

① 検索トップページ 

DIP の検索システムには以下の URL よりアクセスすることができる。 

https://patentsearch.ipthailand.go.th/DIP2013/simplesearch.php?lang=en 

 

上記赤枠部分に表示されているとおり、同検索システムでは、DIP のデータ

ベースのみではなく、世界知的所有権機関（WIPO）、米国特許商標庁（USPTO）、

欧州特許庁（EPO）、オーストラリア特許庁（IP Australia）及び韓国特許庁

（KIPO）のデータベースも併せて検索することができるようになっている。 
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② 簡易検索 

簡易検索（Simple Search）の検索方法は以下のとおりである。 

 

(i) 上記①の「Simple Search」のタブを選択する。 

(ii) 上記②の赤枠内において検索対象とする特許庁のデータベースを選択す

る（上記では DIP のデータベースのみを選択）。 

(iii) 上記③のボックス内に、検索したいキーワード（発明名称、出願・公告・

登録番号、出願日、公告日、出願人名、権利者名、発明者名、クレーム、

要約等90）を入力する。 

(iv) （必要があれば）上記④において、以下の中から、検索対象とする権利（特

許、小特許、意匠）や分野等を選択する。 

 

(v) 上記⑤の「Search」ボタンをクリックする。 

 
90 クレームや要約等は検索システムでは公開されていない場合もある点に留意されたい。 

① 

② 

③ 

④ 
⑤ 
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※ 以下は、キーワードに「Robot」と入力して検索した検索結果例 

 

③ その他の検索方法 

簡易検索の他、国際特許分類（IPC）・国際意匠分類（IDC）検索、出願・登

録番号検索及び複合検索（Complex Search）を行うことができる。 

④ 留意点 

以上のとおり、DIP の特許権の検索システムは比較的利用し易いものとなっ

ているが、全ての情報が格納されているわけではない点に留意されたい。 

DIP は、週に 1 度データベースの情報更新を行っているとのことであるが、

特に最新の出願情報や外国出願の情報は格納漏れ又は更新漏れが多い点に注意

が必要である。そのため、実務上は、オンライン検索のみではなく、実際に DIP

のオフィスに行き、包袋資料の原本を検索することが一般的である。 
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2. 小特許権の取得 

(1) 根拠法 

タイにおける小特許権の取得に関する根拠法は特許法であり、特許権に関する

条文を多く準用する形で規定されている91。 

 

(2) 保護対象 

特許権と同様、小特許権の保護対象も「発明」であり、①新規性及び②産業上

の利用可能性があることが保護の要件であるが、特許権と異なり進歩性は要求さ

れていない92。 

新規性及び産業上の利用可能性の要件並びに保護対象の例外については特許

権と同様である93。 

 

(3) 出願人の要件及び代理人の要否 

出願人の要件及び代理人の要否は、特許権と同様である94。 

 

(4) 出願手続 

小特許権の出願手続も、特許出願規則に定める手続に従って行う必要があり95、

特許出願と同様式の出願書を、DIP 又は DIP 長官が指定する地方通商事務局若

しくはその他の政府機関に、出願料（250 バーツ）と共に提出して行う96。出願

書の内容及びその他の出願手続については特許権と同様である。 

 

(5) 予備審査 

① 概要 

特許権と同様、出願書類が提出された後、審査官は、(i)出願書類が特許出願

規則に従って作成されているか、(ii)当該発明が特許法 9 条に定める発明（保護

の対象外となる発明）に該当しないか、(iii)出願人が特許法に基づいて当該小特

許を出願する権利を有しているか、(iv)出願人が特許法 65 条の 10 が準用する

 
91 特許法 65 条の 10 
92 特許法 65 条の 2 
93 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 6 条、8 条及び 9 条 
94 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 14 条、特許出願規則 24 条が準用する特許出願規則 13 条及び 15

条 
95 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 17 条 
96 特許出願規則 24 条が準用する特許出願規則 2 条 1 段落 
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特許法 16 条に基づいて当該小特許の付与を受ける権利を有しているか、(v)当

該発明について出願日より前に特許の出願がなされていないか（以下、本項に

おいて「方式要件」という。）についての審査（以下、本項において「予備審査」

という。）を行う97。分割出願及び補正命令については、特許権と同様である98。 

② 拒絶査定 

予備審査の結果、審査官が、当該発明が特許法 9 条に基づき特許性を欠いて

いると判断した場合には、当該出願を拒絶することを求める審査報告書を DIP

長官に提出する99。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願を拒絶す

る決定を行った場合には、審査官は、当該決定から 15 日以内に配達証明付き書

留郵便又は長官の定めるその他の方法で出願人に通知するとともに、DIP 内の

出入り自由な場所において当該拒絶決定を 30 日間掲示して公告する100。 

③ 付与査定 

予備審査の結果、審査官が方式要件を満たしていると判断した場合、その旨

の審査報告書を DIP 長官に提出する101。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が方式要件を満たし

ていると判断した場合には、DIP 長官は小特許の付与を命じる102。審査官は、

小特許が付与された旨を配達証明付き書留郵便又は長官の定めるその他の方法

で出願人に通知し、登録・公告料（500 バーツ）の納付を求める103。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に登録・公告料を納付しなければ

ならず、当該期間内に登録・公告料を納付した場合には、当該出願は小特許付

与公報において公告され、小特許登録証（参考資料 8）が発行される104。 

一方、出願人が、当該通知の受領日から 60 日以内に登録・公告料を納付しな

い場合には、審査官は再度配達証明付き書留郵便をもって出願人に通知し、出

願人が再度の通知を受領した日から 60 日以内に登録・公告料を納付しない場

合には、当該出願は放棄したとみなされる105。 

 

 
97 特許法 65 条の 5 
98 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 26 条及び特許審査規則 5 条 
99 特許審査規則 6 条 
100 特許法 65 条の 5(1)及び特許審査規則 9 条 1 段落 
101 特許審査マニュアル 3 章 1 部 27 項 
102 特許法 65 条の 5(2) 
103 特許法 65 条の 5(2) 
104 特許審査規則 10 条 
105 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 28 条(2) 
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(6) 実体審査（反対審査） 

① 概要 

小特許権の出願については予備審査のみが行われ、実体審査は行われないの

が原則である。もっとも、利害関係人は、小特許権の付与公告から 1 年以内に、

当該発明が①新規性及び②産業上の利用可能性を有しているかについての実体

的な審査を行うことを請求することができる106。 

② 実体審査 

利害関係人から審査請求がなされた場合、審査官は、当該発明に①新規性及

び②産業上の利用可能性が認められるか否かについての実体審査を行い、審査

報告書を長官に提出する107。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該発明が上記の

要件を満たしていると決定した場合には、審査官は、当該決定から 15 日以内に

その旨を審査請求者及び小特許権者に通知する108。 

一方、審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該発明が

上記の要件を満たしていないと判断した場合には、再審査を命じるとともに、

小特許権者にその旨通知し、小特許権者は、当該通知の受領日から 60 日以内に

当該出願を裏付ける陳述書を提出することができる109。再審査の結果、DIP 長

官が、当該発明が要件を満たしていないと判断した場合には、小特許権の取消

しに関する報告書を特許委員会に提出し、特許委員会が命令を発した日から 15

日以内に審査請求者及び小特許権者に通知しなければならない110。 

 

(7) 職務発明制度 

小特許権の職務発明については、特許権と同様である111。 

 

(8) 審判制度 

小特許権の審判手続についても、特許権と同様である112。 

 

 
106 特許法 65 条の 6 第 1 段落 
107 特許法 65 条の 6 第 2 段落 
108 特許法 65 条の 6 第 3 段落 
109 特許法 65 条の 6 第 4 段落 
110 特許法 65 条の 6 第 4 段落 
111 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 11 条及び 12 条 
112 特許法 72 条 
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(9) 保護期間・年金 

小特許権の保護期間は、出願日から 6 年であり、2 年間の延長が 2 回まで認め

られ、最長で 10 年となる113。 

特許権者と同様に、小特許権者も、保護期間の 5 年目以降毎年、各年度の開始

日から 60 日以内に、年金を納付しなければならない114。本マニュアル作成日時

点における年金額は以下のとおりである。 

年 金額 

5 年目 750 バーツ 

6 年目 1,500 バーツ 

一括払い 2,000 バーツ 

1 回目の更新（7 年目・8 年目） 6,000 バーツ 

2 回目の更新（9 年目・10 年目） 9,000 バーツ 

 

(10) 譲渡・ライセンス 

小特許権の譲渡・ライセンスについても、特許権と同様である115。 

 

(11) 放棄・取消し 

小特許権の放棄・取消しについても、特許権と同様である116。 

  

 
113 特許法 65 条の 7 
114 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 43 条 
115 特許法 65 条の 10 が準用する特許法 38 条及び 41 条 
116 特許法 65 条の 9 及び 65 条の 10 が準用する特許法 53 条 
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(12) 審査フローチャート 

タイにおける小特許出願審査の流れをフローチャートにすると以下のとおり

となる117。 

 

(13) 検索システム 

小特許権の検索システムは、特許権の検索システムと同様である。  

 
117 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 

) 
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3. 意匠権の取得 

(1) 根拠法 

タイにおける意匠権の取得に関する根拠法は特許法である。 

 

(2) 保護対象 

特許法において、「意匠」とは、製品に特別な外観を与え、工業製品又は手工芸

製品に対する型として役立つ線又は色の形態若しくは構成を意味する118。 

意匠権の保護の対象となるためには、工業又は工芸のための意匠で、「新規」の

ものでなければならず、①公序良俗に反する意匠及び②勅令に定められた意匠は

保護の対象とはならない119。また、特許法においては、以下の意匠は「新規」と

はみなされないと規定されている120。 

①  出願前に国内で他人に広く知られ又は使用されていた意匠 

②  出願前に国内外で文書又は印刷刊行物において開示又は記述されていた

意匠 

③  出願前に出願公告されていた意匠 

④  上記①～③の意匠と外観が非常に似ており、模倣とされる意匠 

なお、現行の特許法には「部分意匠」に関する規定は存在しないが、前記のと

おり、特許法の改正案では部分意匠を認める改正が行われる予定であり、改正特

許法施行後は明確に部分意匠も保護の対象となる予定である。 

 

(3) 出願人の要件及び代理人の要否 

出願人の要件及び代理人の要否は、特許権と同様である121。 

 

(4) 出願手続 

① 概要 

意匠権の出願手続は、特許出願規則に定める手続に従って行う必要があり122、

DIP 長官が定める様式による出願書（参考資料 9）を、DIP 又は DIP 長官が指

定する地方通商事務局若しくはその他の政府機関に、出願料（250 バーツ）と

 
118 特許法 3 条 
119 特許法 56 条及び 58 条 
120 特許法 57 条 
121 特許法 65 条が準用する特許法 14 条、特許出願規則 23 条が準用する特許出願規則 13 条及び 15 条 
122 特許法 59 条 1 段落 
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共に提出して行う123。なお、DIP が提供するオンラインシステムを通じて出願

を行うこともできる点並びに譲渡証、共同発明及び補正については、特許権と

同様である124。 

② 出願書 

出願書には主に以下の事項を記載し、意匠の表示及びクレームと併せて提出

しなければならない125。1 つの出願に含まれる意匠は、1 つの製品のみに用いら

れる 1 意匠に関するものでなければならず、複数の意匠をまとめて出願するこ

とはできない126。 

特許権と同様に、出願書及び添付書類は全てタイ語で記載する必要があるが、

タイ以外の国で出願を行っている場合には、添付書類については、出願を行っ

た国の言語で提出でき、この場合には出願日から 90 日以内にタイ語訳を提出

することで足りる127。 

 出願書記載事項 

①  意匠の表示及びその数 

②  意匠が用いられる製品の表示 

③  明確かつ正確なクレーム 

④  大臣が指定する分類上のクラス 

③ 優先権主張 

パリ条約に基づいて優先権主張ができる点も特許権と同様であり、外国での

最初の意匠出願日から 6 か月以内にタイで意匠出願を行う場合に、優先権を主

張することができる128。 

④ ハーグ協定に基づく意匠出願 

本マニュアル作成日時点においては、タイは、意匠の国際出願を定めるハー

グ協定に加入していないため、ハーグ協定に基づく意匠出願を行うことはでき

ない。もっとも、タイは、ハーグ協定への加盟を予定しており、前記のとおり

特許法改正案においてもハーグ協定に基づく出願に関する規定が追加される予

定である。 

 
123 特許出願規則 23 条が準用する特許出願規則 2 条 1 段落 
124 特許法 65 条が準用する特許法 10 条、15 条及び 20 条、特許出願規則 23 条が準用する特許出願規則

13 条及び 15 条 
125 特許法 59 条、特許出願規則 17 条及び 18 条 
126 特許法 60 条 
127 特許出願規則 23 条が準用する特許出願規則 12 条 
128 特許法 60 条の 2 
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(5) 予備審査 

① 概要 

出願書類が提出された後、審査官は、(i)出願書類が特許出願規則に従って作

成されているか、(ii)当該意匠が特許法 58 条に定める意匠（保護の対象外とな

る意匠）に該当しないか、(iii)出願人が特許法に基づいて当該意匠を出願する権

利を有しているか、(iv)出願人が特許法 65 条が準用する特許法 16 条に基づい

て当該意匠の付与を受ける権利を有しているか（以下、本項において「方式要

件」という。）について審査（以下、本項において「予備審査」という。）を行

う129。 

特許権と同様に、予備審査及び後記の実体審査の詳細については、DIP が公

表している「意匠出願審査マニュアル」に規定されており、DIP によって英訳

も公表されている130。 

② 補正命令 

予備審査の結果、審査官が方式要件を満たしていないと判断した場合、出願

人に対して、補正を命令する通知を送付する。出願人は、当該通知の受領日か

ら 90 日以内に意見を述べ、又は出願書の補正を行うことができ、90 日以内に

これに応じない場合には出願は放棄したとみなされる。 

③ 拒絶査定 

予備審査の結果、審査官が、当該意匠が保護要件を満たさないと判断した場

合には、当該出願を拒絶することを求める審査報告書を DIP 長官に提出する。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願を拒絶す

る決定を行った場合には、審査官は、当該決定から 15 日以内に配達証明付き書

留郵便又は長官の定めるその他の方法で出願人に通知するとともに、DIP 内の

出入り自由な場所において当該拒絶決定を 30 日間掲示して公告する131。 

④ 出願公告 

予備審査の結果、審査官が方式要件を満たしていると判断した場合、その旨

の審査報告書を DIP 長官に提出する。 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が方式要件を満たし

ていると判断した場合には、DIP 長官は当該出願の公告を決定する132。審査官

 
129 特許審査規則 3 条 
130 http://www.ipthailand.go.th/images/3534/PATENT/Table of Contents.pdf 
131 特許法 65 条が準用する特許法 28 条(1)及び特許審査規則 9 条 1 段落 
132 特許法 65 条が準用する特許法 28 条(2) 
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は、当該公告決定がなされた旨を配達証明付き書留郵便又は長官の定めるその

他の方法で出願人に通知し、公告料（250 バーツ）の納付を求める133。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に公告料を納付しなければなら

ず、公告料を納付した場合には当該出願は意匠出願公報において公告される134。 

一方、出願人が、当該通知の受領日から 60 日以内に公告料を納付しない場合

には、審査官は再度配達証明付き書留郵便をもって出願人に通知し、出願人が

再度の通知を受領した日から 60 日以内に公告料を納付しない場合には、当該

出願は放棄したとみなされる135。 

 

(6) 異議申立て 

公告された意匠出願に対する異議申立手続は、特許権と同様である136。 

 

(7) 実体審査 

① 実体審査請求・実体審査 

実体審査請求及び実体審査に関する手続は、原則として、特許権と同様であ

る137。 

② 拒絶査定 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願を拒絶す

る決定を行った場合には、審査官は、当該決定を出願人に通知するとともに、

公告する138。 

③ 付与査定 

審査官から提出された審査報告書に基づいて、DIP 長官が当該出願について

意匠を付与する決定を行った場合には、当該出願に対して意匠付与を命じ、審

査官は、出願人に対して、登録料（500 バーツ）を納付するよう通知する139。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に、登録料を納付しなければなら

ない140。出願人が期限内に登録料を納付した場合には、当該出願は納付後 15 日

 
133 特許法 65 条が準用する特許法 28 条(2) 
134 特許審査規則 10 条 1 段落 
135 特許法 65 条が準用する特許法 28 条(2) 
136 特許法 65 条が準用する特許法 31 条、32 条及び特許法 72 条 1 段落 
137 特許法 65 条が準用する特許法 27 条、29 条及び 33 条 
138 特許法 61 条 1 段落 
139 特許法 65 条が準用する特許法 33 条 2 段落及び 3 段落 
140 特許法 65 条が準用する特許法 33 条 3 段落 
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以内に登録され、意匠登録証（参考資料 10）が発行される141。 

(8) 早期審査制度 

タイにおいては、意匠の早期・優先審査制度は存在しない。 

 

(9) 職務意匠制度 

職務意匠制度についても、特許権と同様である142。 

 

(10) 審判制度 

意匠権の審判手続についても、原則として特許と同様である143。 

 

(11) 保護期間・年金 

意匠権の保護期間は、出願日から 10 年である144。なお、前記のとおり、特許

法の改正案では、意匠の保護期間が、当初 5 年、その後 5 年毎に 2 回の更新が認

められ、最長 15 年へ延長される予定である。 

特許権・小特許権と同様に、意匠権者も、保護期間の 5 年目以降毎年、各年度

の開始日から 60 日以内に、年金を納付しなければならない145。本マニュアル作

成日時点における年金額は以下のとおりである。 

 

年 金額 

5 年目 500 バーツ 

6 年目 650 バーツ 

7 年目 950 バーツ 

8 年目 1,400 バーツ 

9 年目 2,000 バーツ 

10 年目 2,750 バーツ 

一括払い 7,500 バーツ 

 

 
141 特許法 65 条が準用する特許法 33 条 4 段落 
142 特許法 65 条が準用する特許法 11 条及び 12 条 
143 特許法 72 条 
144 特許法 62 条 
145 特許法 65 条が準用する特許法 43 条 
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(12) 譲渡・ライセンス 

意匠権の譲渡・ライセンスについても、特許権と同様である146。 

 

(13) 放棄・取消し 

意匠権の放棄・取消しについても、特許権と同様である147。  

 
146 特許法 65 条が準用する特許法 38 条及び 41 条 
147 特許法 65 条が準用する特許法 53 条及び特許法 64 条 
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(14) 審査フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出願人による手続 

DIP による手続 

申立人による手続 

補正書・説明文提出 

15 日以内 

補正・追加説明指示 

出願 

予備審査 

公告料納付 

9
0
日
以
内 

5 か月 

公告（90 日） 

登録可能性あり 

出願放棄 

異議申立て

却下 

異議申立てなし 異議申立てあり 

答弁書
 

答弁書
 

出願拒絶 
登録可能性なし 

9
0
日
以
内 

審判請求 

付与査定 

60 日
以内 

15 日
以内 

審判請求 

出願拒絶 

登録料納付 

意匠付与 

裁判所へ提訴 

審判請求棄却 審判請求認容 

実体審査請求 

特許委員会決定 
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(15) 検索システム 

意匠権の検索システムは、特許権の検索システムと同様である。 
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4. 商標権の取得 

(1) 根拠法 

タイにおける商標権の取得に関する根拠法は商標法である。 

商標法についても原文はタイ語であるが、DIP が参考英訳を148、日本国特許庁

が参考和訳を公表している149。 

 

(2) 保護対象 

① 概要 

保護の対象となる商標は、①識別性があり、②商標法に基づいて登録が禁止

されておらず、かつ、③他人が登録した商標と同一又は類似でない商標である

150。 

商標法において、「商標」とは、他人の商品と異なることを示す目的で自己の

商品に関連して使用する又は使用を意図する標章を意味し、「標章」とは、写真、

絵画、創作物品、ロゴ、名称、語、句、文字、数字、署名、色彩の組合せ、物

の外観、音又はこれらの組合せを意味する151。なお、音商標も保護の対象とな

っているが、これは 2016 年の商標法改正の際に追加されたものである。また、

証明商標及び団体商標も保護の対象である。 

② 識別性 

識別性とは、公衆又は使用者が、その商標が使用されている商品が他の商品

と異なることを識別することを可能にする性質をいい、下記の基本的特徴のい

ずれかを有している又はそれによって構成されている商標は識別性を有すると

みなされる152。また、下記に該当しない商標であっても、広く販売又は宣伝さ

れている商品に使用されることによって、識別性を獲得することもある153。 

(i) 

個人名、通常の表記によらない自然人の姓、法人の正式名称であって

当該事項に関する法律に従っているもの、又は特別な様式で表示され

ている商号であって商品の特徴若しくは品質に直接の関連がないも

の 

 
148 http://www.ipthailand.go.th/images/781/___.___1_1.pdf 
149 https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/thailand-shouhyou.pdf 
150 商標法 6 条 
151 商標法 4 条 
152 商標法 7 条 1 段落 
153 商標法 7 条 2 段落 
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(ii) 
語又は文言であって、商品の性質又は品質に直接には関連しておら

ず、かつ、大臣によって定められている地理的表示でないもの 

(iii) 創作された語 

(iv) スタイル化された文字又は数字 

(v) 特別な様式で表示された色彩の組合せ 

(vi) 
出願人若しくはその事業に関する前任者の署名又は本人の許可を受

けた他人の署名 

(vii) 
出願人、許可を得た他人、又は親、子孫及び配偶者（いる場合）の許

可を得た故人に関する表示 

(viii) 創作物品 

(ix) 
商品の性質又は品質に直接関係していない画像であって、大臣が定め

る地図又は地理的な場所を示す画像ではないもの 

(x) 
商品の自然な形態ではない形状、商品の技術的帰結を得るために必要

でない形状又は商品に価値を与えない形状 

(xi) 
商品の性質若しくは品質に直接関係しない音、商品の自然な音ではな

い音又は商品の機能から生じる音ではない音 

③ 登録禁止商標 

タイでは、以下の商標（以下「登録禁止商標」という。）は登録が禁止されて

いる154。 

(i) 
国の紋章、盾形紋章、王室の印章、公印、チャクリ王朝の紋章、王室

の勲章からなる紋章及び記章、官庁印、省、事務局、局又は州の印章 

(ii) タイの国旗、王旗又は公式な旗 

(iii) 王室の名称、モノグラム、王室の名称又はモノグラムの省略形 

(iv) 王、王妃及び王位継承者の肖像 

(v) 王、王妃若しくは王位継承者又は王族を表す名称、語、言葉又は紋章 

(vi) 

他の国の紋章及び国旗、国際組織の紋章及び旗、他の国の首長の紋章、

他の国若しくは国際組織の公式の紋章及び品位管理証、他の国若しく

は国際組織の名称及びモノグラム（但し、当該他の国又は国際組織の

担当官の許可がある場合は除く。） 

(vii) 
赤十字の公式記章、紋章及び「Red Cross」若しくは「Geneva Cross」

の名称 

 
154 商標法 8 条 
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(viii) 

タイの政府、政府機関、公共企業体若しくはその他の政府組織又は外

国政府若しくは国際機関が主催した博覧会若しくはコンテストで授

与されたメダル、免状、証明書又は標章の外観と同一又は類似の標章

（但し、当該メダル、免状、証明書又は標章がその描写を付した商品

に関して出願人に実際に授与され、係る商標の一部として使用される

場合を除く。） 

(ix) 公序良俗に反する標章 

(x) 

登録商標であるか否かを問わず、大臣の告示で定める著名商標と同一

の商標又は出所に関して公衆を混同させるおそれのある商標に類似

している標章 

(xi) 上記の(i)、(ii)、(iii)、(v)、(vi)又は(vii)に類似する標章 

(xii) 地理的表示に関する法律に基づいて保護されている地理的表示 

(xiii) 大臣の告示で定めるその他の商標 

④ 類似性 

対象となる商標が、同一区分に属する商品又は他の区分に属しているものの

同一の性質を有している商品に使用するために他人によって登録されている先

行商標と同一又は類似しており、かつ、当該先行商標が使用される商品の所有

権若しくは出所に関して公衆が混同若しくは誤認させられるおそれがある場合

には、当該商標は登録が認められない155。 

⑤ 証明商標 

「証明商標」とは、商品の出所、成分、製造方法、品質若しくは他の特徴、

又はサービスの性質、品質、種類若しくは他の特徴を証明する目的で、その所

有者が、他人の商品又はサービスに関して使用されることを同意した商標を意

味し156、以下のようなものを指す。 

 

※ 日本国特許庁公表の商標審査基準和訳157より抜粋 

 
155 商標法 13 条 
156 商標法 4 条 
157 https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/thailand-shouhyou kijun.pdf 
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証明商標は、商標として保護の対象となっており、一部提出書類や手続等は

異なるものの、原則として通常の商標と同様に登録することができる158。但し、

証明商標の権利者は、自己の商品又は役務に関して当該証明商標を使用する

ことはできず、第三者に商品又は役務に関して証明商標の使用を許可する際

には、証明商標権者の署名を付した書面で行わなければならない159。 

⑥ 団体商標 

「団体商標」とは、同じグループの会社、企業、協会、社団、協同組合、連

名、同盟、個人の集まり又は他の民間若しくは政府団体が使用する若しくは使

用を意図する商標を意味し160、以下のようなものを指す。 

 

※ 日本国特許庁公表の商標審査基準和訳より抜粋 

団体商標も、商標として保護の対象となっており、原則として通常の商標と

同様に登録することができる161。 

 

(3) 出願人の要件及び代理人の要否 

商標法には、商標権の出願人の要件は特段定められていないが、商標権の出願

を行うためには、出願人又はその代理人がタイにおいて連絡のとれる事務所又は

住所を有していなければならない162。したがって、タイ国内に居住していない出

願人は、出願にあたって、タイ国内の代理人を選任しなければならない。なお、

特許権等と異なり、代理人は、タイ国内に居住していれば良く、DIP 長官に登録

された特許代理人の資格を有している必要はない。 

代理人を選任する場合には、出願の際に委任状を提出する必要があり、外国法

人又は外国人による委任状は、原則として、出願人の国の領事又は出願人の国の

 
158 商標法 81 条 
159 商標法 90 条及び 91 条 
160 商標法 4 条 
161 商標法 94 条 
162 商標法 10 条 
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法律により署名認証権限を付与された公証人による公証が必要である163。また、

委任状がタイ語以外の言語で作成されている場合にはタイ語の翻訳文に、翻訳者

の認証を付して提出する必要がある164。 

 

(4) 出願手続 

① 概要 

商標の出願手続は、Ministerial Regulation No. 5 (B.E.2560) (2017) による

改 正 後 の Ministerial Regulation (B.E.2535) (1992) issued under the 

Trademark Act (B.E.2534)（以下「商標規則」という。）に定める手続に従って

行う必要があり165、DIP長官が定める様式による出願書（参考資料 11）を、DIP、

地方通商事務局又は DIP 長官が指定するその他の政府機関に、出願料と共に提

出して行う166。DIP が提供するオンラインシステムを通じて出願を行うことも

できる点は、特許権・小特許権及び意匠権と同様である。 

出願料は、指定商品・役務が 5 つまでの場合には 1 指定商品・役務あたり

1,000 バーツであり、指定商品・役務が 6 つ以上となる場合には 1 区分で 9,000

バーツとなる。 

② 出願書 

出願書には主に以下の事項を記載し、出願人の ID カードの写しを添付した

上で提出しなければならない167。音商標の場合には、当該音を明確に記述し、

当該音の録音を提出しなければならない168。なお、1 つの出願で複数区分に関

する出願を行うことも可能である169。 

出願書はタイ語で記載しなければならず170、対象となる商標が外国語の場合

には、その発音及び意味をタイ語で記載しなければならない171。 

 出願書記載事項 

(i)  出願人の情報 

(ii)  代理人の情報 

(iii)  タイ国内の連絡先 

 
163 商標規則 5 条 1 段落(1) 
164 商標規則 8 条 
165 商標法 11 条 1 段落 
166 商標規則 2 条 1 段落及び 3 段落 
167 商標規則 10 条 
168 商標規則 11 条の 2 
169 商標法 9 条 
170 商標規則 2 条 2 段落 
171 商標規則 12 条 1 段落 
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(iv)  出願する商標 

(v)  （商標が外国語の場合には）出願する商標のタイ語翻訳 

(vi)  指定区分及び指定商品・役務 

(vii)  色彩の組合せを登録する場合には、その詳細 

(viii)  形状を登録する場合には、その詳細及び写真 

(ix)  出願前の使用の有無 

③ 優先権主張 

前記のとおり、タイはパリ条約に加盟しているため、パリ条約加盟国の国民

であって、加盟国において商標出願を行っている出願人は、出願した商標につ

いてタイで優先権を主張することができる。優先権を主張するためには、外国

での最初の商標出願日から 6 か月以内にタイで商標出願を行う必要がある172。 

④ マドプロ出願 

タイは、2017 年 11 月 7 日を効力発生日として、マドリッド協定議定書に加

盟しており、同協定に基づいてマドプロ出願を利用することもできる。なお、

タイにおける商標出願を基礎出願としてマドプロ出願を行えるのは、以下のい

ずれかに該当する者に限られている173。 

(i) タイ国民又はタイに主たる営業所を有する法人 

(ii) タイに住所を有している者 

(iii) タイに現実の工業上又は商業上の営業所を有している者 

⑤ 自発補正 

出願人は、審査手続中いつでも、出願内容の補正を求めることができる174。

但し、当該補正が、登録を求める商標の重要な部分を対象とする場合又は指定

商品・役務を追加する場合には、補正は認められず、新たな出願を行わなけれ

ばならない175。 

 

(5) 審査 

① 概要 

出願書類が提出された後、審査官は、(i)出願書類が商標法及び商標規則に従

 
172 商標法 28 条 1 段落 
173 商標法 79-4 条 
174 商標規則 13 条 
175 商標規則 14 条 
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って作成されているか、(ii)登録禁止商標に該当しないか、(iii)当該商標が識別

性を有するか、(iv)先行商標との同一性又は類似性がないか等についての審査を

行う176。なお、審査官による審査の基準・審査方法は、DIP が公表している「商

標審査基準」に詳細が規定されており177、日本国特許庁が参考和訳を公表して

いる178。 

審査官は、審査の過程で、出願人に口頭陳述又は書面による説明を要求する

こと、外国語の書類又は証拠について期間を定めてタイ語翻訳文の提出を求め

ること、又は第三者に事実、説明、助言又は意見を陳述することを求めること

ができる179。 

② 補正命令 

審査の結果、審査官が、(i)出願された商標の要部でない部分が登録禁止商標

に該当する場合、又は(ii)出願された区分が明確でない、出願人及び代理人がタ

イ国内に住所を有していない若しくは出願書類が商標法及び商標規則に従って

作成されていないと判断した場合には、出願人に対して、補正を命令する通知

を送付することができる180。出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に補正

を行うことができ、60 日以内にこれに応じない場合には出願は取り下げられた

とみなされる181。 

③ 権利不要求（ディスクレーム）命令 

審査の結果、審査官が、出願された商標が、全体としては保護の要件を満た

すものの、同種又は同類の商品に関する業務に慣用されている標章の一部を含

んでおり、当該部分については出願人が排他権を持つことができない若しくは

当該部分が識別性を有していないと判断した場合には、出願人に対して、当該

部分の排他権の不要求又は出願人の権利を確定するために審査官が必要と認め

るその他の権利放棄を行うよう命令する通知を送付することができる182。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に審査官の命令に従って権利不

要求（ディスクレーム）申請を行うことができ、60 日以内にこれに応じない場

合には出願は取り下げられたとみなされる183。 

 
176 商標法 13 条及び 15 条 
177 http://www.ipthailand.go.th/images/2284/PManualTM2559.pdf 
178 https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/thailand-shouhyou kijun.pdf 
179 商標法 12 条 
180 商標法 15 条 
181 商標法 19 条 
182 商標法 17 条 
183 商標法 19 条 
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④ 拒絶査定 

審査の結果、審査官が、出願された商標全体又はその要部が識別性がない、

登録禁止商標に該当する又は他人が登録した商標と同一若しくは類似している

場合には、出願人に対して、遅滞なく、当該出願を拒絶する旨及びその理由を

通知しなければならない184。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に、商標委員会に対して審判を請

求する権利を有する185。 

⑤ 出願公告 

審査の結果、審査官が登録要件を満たしていると判断した場合、当該出願は

商標出願公報において公告されるとともに、DIP 内の公共の場所において掲示

される186。 

審査官は、公告後に、当該商標が登録要件を満たさず、公告を取り消す必要

があると判断した場合には、当該公告を取り消した上で、出願人に対してその

理由を遅滞なく通知しなければならない187。出願人は、当該公告取消決定に対

して、当該通知の受領日から 60 日以内に商標委員会に対して審判を請求する

ことができる188。 

 

(6) 異議申立て 

公告された商標出願に関して、自己が優先する権原を有している、当該商標が

登録要件を満たしていない、又は商標法の規定に反していると考える者は、公告

日から 60 日以内に、異議申立てを行うことができる189。 

異議申立てがなされた場合、審査官は、出願人に対して、遅滞なく異議申立書

の写しを送付する190。出願人は、異議申立書の受領後 60 日以内に異議申立てに

対する意見書を提出しなければならず、60 日以内に意見書を提出しない場合に

は、当該出願は取り下げられたとみなされる191。なお、出願人は、当該期限内に

意見書を提出できない場合には、当該期限の延長を求めることができ、最長で 60

日の延長が認められる192。 

審査官は、異議申立てについて審議及び決定を行うにあたって、異議申立人及

 
184 商標法 16 条 
185 商標法 18 条 
186 商標法 29 条及び商標規則 15 条 
187 商標法 30 条 1 段落 
188 商標法 31 条 1 段落 
189 商標法 35 条 1 段落 
190 商標法 36 条 1 段落 
191 商標法 36 条 2 段落及び 3 段落 
192 商標規則 26 条 1 段落 
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び出願人に対して、追加の陳述書、意見書又は証拠の提出を命じることができる

193。審査官は、提出された陳述書、意見書及び証拠等を検討した上で、異議申立

てに対する決定を行い、遅滞なく、出願人及び異議申立人に通知しなければなら

ない194。出願人又は異議申立人は、当該決定に不服がある場合には、決定書の受

領日から 60 日以内に商標委員会へ審判請求を行うことができる195。 

 

(7) 登録査定 

公告後、異議申立期間内に異議申立てがなされなかった場合、又は異議申立て

がなされたが、異議申立てを却下する決定がなされた場合には、審査官は当該商

標を登録する決定を下し、その旨を出願人に通知する196。 

出願人は、当該通知の受領日から 60 日以内に、登録料（指定商品・役務が 5

つまでの場合には 1 指定商品・役務あたり 600 バーツ、指定商品・役務が 6 つ以

上の場合には 1 区分あたり 5,400 バーツ）を支払わなければならず、出願人が期

限内に登録料を納付した場合には、商標登録証（参考資料 12）が発行される197。 

一方、出願人が、期限内に登録料を支払わない場合には、当該出願は放棄され

たとみなされる198。 

 

(8) 早期審査制度 

DIP は、2021 年 4 月より、商標出願の早期審査制度である「ファーストアク

ション・ファストトラック」制度を導入した。同制度では、以下の要件を満たす

商標出願は、自動的に早期審査の対象となり、審査官は、出願日から 6 か月以内

に最初の審査結果（ファーストアクション）を出願人に通知しなければならない。 

①  指定商品・役務の合計数が 50 以下であること 

②  DIP が指定する指定商品・役務を選択していること 

③  補正、譲渡又は使用による識別性の取得が請求されていないこと 

 

(9) 審判制度 

① 審判機関 

商標出願に関する審判手続は、DIP 内に設置されている商標委員会において

 
193 商標法 36 条 3 段落 
194 商標法 37 条 1 段落 
195 商標法 37 条 2 段落 
196 商標法 40 条 1 段落及び 2 段落 
197 商標法 43 条 1 段落 
198 商標法 40 条 2 段落 
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審判手続が実施される。商標委員会は、DIP 長官を議長とし、司法審議会事務

局長（又はその代理人）、検事総長（又はその代理人）及び内閣によって指名さ

れた 8 名以上 12 名以下の知的財産権又は商標権に関する経験を有する法律又

は商業分野の有識者から構成され、有識者のうち少なくとも 3 分の 1 は民間か

ら任命される199。委員の任期は 4 年間で再任可能となっている200。 

② 審判対象 

商標委員会における審判の対象は、審査官による商標出願の拒絶査定、補正

命令、公告命令の取消、異議申立てに関する決定、商標取消命令、又は商標取

消請求・不使用取消請求等であり、原則として利害関係人のみが、商標委員会

に審判を申立てることができる。 

③ 申立手続 

利害関係人は、審査官による決定・命令に対して不服がある場合には、当該

決定・命令を受領した後 60 日以内に、商標取消請求・不使用取消請求の場合は

何時でも、審判を申立てることができる。 

申立ては、所定の申立書及び申立に関連する証拠書類（もしあれば）を、商

標委員会又は DIP 長官が指定するその他の政府機関に提出することで開始さ

れる201。但し、証拠書類を申立と同時に提出できない場合には、申立から最長

で 60 日間、証拠書類の提出の延期を求めることができる202。なお、提出書類が

タイ語でない場合には、翻訳証明付きのタイ語翻訳の提出が必要であり、外国

人又は外国法人が作成した委任状には、原則として公証が必要である203。 

④ 商標委員会の審決 

審判の申立てがあった場合、商標委員会は、委員の総数の半数以上の出席を

その定足数とし、出席委員の過半数をもって決定を行う204。 

⑤ 審決に対する不服申立 

審決に対して不服がある場合には、審決の受領日から 90 日以内に裁判所に

不服申立をすることができる205。90 日以内に提訴されなかった場合には、商標

 
199 商標法 95 条 
200 商標法 97 条 
201 The Trademark Board Regulations 2018（以下「商標委員会規則」という。）6 条 
202 商標委員会規則 10 条 
203 商標委員会規則 11 条 
204 商標法 99 条 
205 商標法 38 条 
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委員会の審決は確定する206。 

 

(10) 保護期間 

商標の保護期間は、登録日（出願日）から 10 年であり、更新可能である207。 

更新を希望する場合、商標権者は、保護期間満了日の 3 か月前から期間満了日

までに更新を申請するとともに、更新料（指定商品・役務が 5 つまでの場合には

1 指定商品・役務あたり 2,000 バーツ、指定商品・役務が 6 つ以上の場合には 1

区分あたり 18,000 バーツ）を納付しなければならない208。なお、保護期間満了

後であっても、6 か月以内であれば、20%の割増手数料を支払うことにより更新

することが可能である209。 

商標権者が、期間内に更新をしない場合には、当該商標は取り消される210。 

 

(11) 譲渡・ライセンス 

商標者は、商標権の全部又は一部を第三者に譲渡又はライセンスすることがで

きる211。譲渡又はライセンスを行った場合には、その旨を DIP に登録する必要

があり、登録に際しては譲渡契約又はライセンス契約を DIP に提出しなければ

ならない212。 

 

(12) 放棄・取消し 

商標権者は、DIP に所定の様式を提出することにより、商標権を放棄すること

ができる213。 

また、商標権が登録要件を満たさないと考える者は、商標委員会に対して、当

該商標権の取消しを請求することができ214、商標登録から 5 年以内に当該商標に

関して優先権を有することを証明できる者は、裁判所に対して、当該商標権の取

消しを請求することができる215。 

 
206 商標法 39 条。なお、商標法上、異議申立に関する決定に対する不服申立に関する審決以外の商標委員

会の決定は最終であると規定されている（商標法第 18 条）が、最高裁判所通達（Supreme Court’s 

Decision No.7024/2549）により、商標委員会の決定は適法（legal）の場合のみ最終になるとされてお

り、誤りがある場合には最終とならずに裁判所に提訴可能となっている。 
207 商標法 42 条、53 条及び 54 条 
208 商標法 54 条 1 段落 
209 商標法 54 条 2 段落 
210 商標法 56 条 
211 商標法 49 条及び 68 条 
212 商標法 51 条、68 条、商標規則 32 条が準用する商標規則 19 条及び商標規則 45 条 
213 商標法 57 条 
214 商標法 61 条 
215 商標法 67 条 
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更に、商標権者が、商標の登録を求める際に登録される商品に関してその商

標を使用する意図がなく、実際に当該商品に関してその商標の使用がない又は

直近 3 年間に使用がない場合には、利害関係人又は審査官は、当該商標の取消

しを商標委員会に請求することができる216。但し、当該商標の不使用が通商上

の特別な事情によるものであり、商標を使用しない又は放棄する意図によるも

のではない場合にはこの限りではない217。 

 

  

 
216 商標法 63 条 
217 商標法 63 条 
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(13) 審査フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

登録可能性あり 

出願人による手続 

DIP による手続 

申立人による手続 

登録可能性なし 

補正・追加説明指示 

異議申立てなし 

出願準備 

出願 

公告（60 日間） 

審査 

登録料納付 

出願拒絶 

審判請求 

審判請求認容 審判請求拒絶 

裁判所へ提訴 
15 日 

登録通知送付 

30
日 

登録証発行 

15 日 

異議申立て 

答弁書未提出 
答弁書提出 

（60 日以内） 

出願放棄 

出願拒絶 

審判請求 

裁判所へ提訴 
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(14) 検索システム 

DIP は、オンラインによる商標権の検索システムを提供している。英語表示は

なく、タイ語でのみ表示されているものの、アルファベットでの検索は可能であ

る。具体的な利用方法は以下のとおりである。 

① 検索トップページ 

DIP の検索システムには以下の URL よりアクセスすることができる。 

https://tmonline.ipthailand.go.th/DipInternetWeb/trw/01/trw00q001/index.j

sf 
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[英語への自動翻訳後のトップページ] 
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② 簡易検索 

簡易検索の検索方法は以下のとおりである。 

 

(i) 上記①のボックス内に、検索したい用語、アルファベット、文章、番号等

を入力する。 

(ii) 上記②の赤枠内において、希望の検索結果表示方法（音表示・リスト表示・

画像表示）をクリックする。 

  

① 

②  
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※ 以下は、キーワードに「ROBOT」と入力して検索した検索結果例 

 

③ その他の検索方法 

簡易検索の他、出願番号検索、権利者名検索、複合検索、ウィーン分類検索

（図形商標）、音商標検索、ニース分類検索を行うことができる。 
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III. 管轄機関及びそれぞれの所掌範囲、権限 

1. 知的財産局 

(1) 概要 

知的財産局（DIP）は、主に、知的財産権の保護を含む、知的財産権の創造や

商業的利用の促進を担う機関である。近時、DIP は、知的財産権のエンフォース

メントにおける中心的な役割を担っている。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

知的財産局（DIP）の権限及び責務は以下のとおりである218。 

 

① 集積回路（トポグラフィー）の保護に関する法律、地理的表示の保護に関

する法律、営業秘密に関する法律、商標権に関する法律、著作権に関する

法律、特許権に関する法律、光ディスク製造の保護に関する法律、その他

知的財産権の保護に関する施策の実施等に関連する法律 

② 知的財産権の保護に関する政策の実施 

③ 国際協定又はタイが加盟した協力体制に基づく知的財産権保護のための

登録に関する政策 

④ タイ国内外における知的財産権保護の促進 

⑤ タイ国内外の状況の変化に応じた知的財産権の保護に関する法律の改正・

改定による効率化の実現 

⑥ 知的財産権侵害の抑制、権利の公正な使用の促進、取引規律の規定に関す

る政策の実施 

⑦ 知的財産権の創造、管理、商業的利用の促進 

⑧ 仲介及び仲裁を通じた知的財産権紛争の解決 

⑨ その他法規により DIP の責務と規定された、又は閣僚評議会から委託さ

れたもの 

 

2. 法務省特別捜査局 

(1) 概要 

法務省特別捜査局（DSI）は、犯罪の防止・抑止を行うとともに、金融に係る

犯罪、知的財産権に係る犯罪、租税犯罪、消費者保護や環境に係る犯罪、サイバ

 
218 知的財産局、[https://www.ipthailand.go.th/th/duty2.html], 2021 
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ー犯罪、汚職、その他公共の平和と秩序、国民のモラル、国家の安全、国際関係、

経済・金融システムに深刻な悪影響を及ぼす重大な犯罪などの特別事件の捜査を

行う。また、DSI はクロスボーダーの組織犯罪やその他のホワイトカラー犯罪に

関する捜査も担う。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

DSI の権限及び責務は以下のとおりである219。 

 

① 特別捜査関連法（the Special Case Investigation Act）及び関連法に基づ

いて設立された特別事件局（the Board of Special Case）の管理業務の実

施 

② 特別捜査関連法及び特別事件局で定められた法令による特別事件の防止、

抑制、捜査 

③ 特別事件局の任務遂行及び特別事件の防止、抑制、捜査に必要な情報の研

究、収集、分析 

④ 特例捜査に関する教育・研修・体制整備、及び DSI 職員の知識向上と業務

遂行能力の評価 

⑤ DSI を監督する法令及びその他の関連法規に基づく責務の履行 

⑥ DSI を監督する法令又は大臣若しくは内閣の委任基づくその他責務の履

行 

 

特別捜査関連法（the Special Case Investigation Act）に定められた特別事件

とは以下のとおりである220。 

 

① 特別捜査及び証拠収集を要する複雑な刑事事件 

② 公共の秩序、善良な風俗、国家安全、国際関係、又は、国家の経済若しく

は財政に関連する事項に重大な影響を与える刑事事件 

③ 組織化された犯罪集団又は国境を超える重大犯罪に関連する刑事事件 

④ 重要人物が主犯、扇動者、又は支持者として関与した刑事事件 

⑤ 審理官又は DSI の捜査官に対する刑事事件（証拠が十分な場合） 

⑥ 3 分の 2 の多数によって、特別事件局が捜査すべきであると判断した刑事

事件 

 

 
219 法務省特別捜査局、[https://www.dsi.go.th/en/Detail/Mission-and-Duty], 2021 
220 特別捜査関連法（the Special Case Investigation Act）第 21 条 
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3. 検察庁 

(1) 概要 

検察庁は、全国の刑事事件の起訴と訴訟の機能を持つ唯一の官庁である。 

また、検察庁の部局、知的財産権・国際貿易訴訟局は、知的財産権及び国際貿易

に関連する事件の起訴を扱う。知的財産権及び国際貿易に関連する事件を起訴す

るかどうかを決定する際、国家警察又は DSI が証拠を集め、十分な証拠があり、

検察官が容疑者を起訴することに同意した場合、事件はさらなる手続のため、

CIPIT 裁判所へ移行する。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

知的財産権・国際貿易訴訟局は 4 つの部門に分かれており、大まかに、第 1 管

区乃至第 3 管区において、各警察署が設置された地域における刑事事件を担当

し、第 4 管区が多くの民事事件を担当する221。 

 

4. 税関 

(1) 概要 

税関は、貿易の円滑化、国家の物流システムの促進、徴税、国家経済の促進、

税関管理システムを通じた社会保護という使命を担っている。これらの使命を果

たすため、税関は、模倣品の輸入を取り締まる権限を有する。なお、当該取り締

まりにあたって、知的財産権者による告訴状の提出等は要求されない。 

 

なお、タイには、主要港湾に 6 つの税関があるほか、4 つの地域を監督する 48

の税関署が存在する。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

税関の権限及び責務は以下のとおりである222。 

 

① 関税法及び関税率関連法の実施 

② 財務省への関税率や関税に係る政策の提案 

③ 課税政策を通じた製造業及び輸出産業の促進 

④ 関税に係る犯罪の防止及び抑止 

 
221 知的財産権・国際貿易訴訟局 [http://www.ppty.ago.go.th/index.php/2013-09-25-09-31-51], 2021 
222 税関 [http://www.customs.go.th/data_files/e16862d3174e9274b07d4528be260161.pdf], 2021 



60 

 

⑤ 法令又は財務省により命じられた他の任務の実施 

 

5. 経済犯罪制圧部 

(1) 概要 

経済犯罪制圧部（The Economic Crime Suppression Division：ECD）は、警

察庁管轄下の機関の一つで、知的財産権、銀行、税金、その他の経済事件を扱う。

また、ECD は、タイ国内のいかなる場所であっても知的財産権に係る事件を取

扱うことができる。但し、ECD による摘発のためには、知的財産権者による告

訴を要する。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

ECD の権限及び責務は以下のとおりである223。 

 

① 国王、王女、王位継承者、王族の安全維持 

② 経済犯罪の防止と抑止 

③ 法の支配に基づく公正の維持 

④ 社会秩序及び国家安全の維持 

⑤ 人材育成及び情報技術の向上 

 

6. 技術犯罪制圧部 

(1) 概要 

技術犯罪制圧部（Technology Crime Suppression Division：TCSD）は、タイ

警察庁の部門分離に関する勅令により 2009 年に設立された。その主な任務は、

知的財産権の侵害、電子取引、オンラインポルノに関連する犯罪を阻止又は防止

することである。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

TCSD は、刑法、刑事訴訟法、コンピューターに関連する法律に基づき、技術

犯罪を抑止する権限を有する。疑わしい活動、又は技術的若しくはコンピュータ

ーに関連する犯罪を発見した場合、TCSD に報告して支援、援助、助言を求める

 
223 ECD 
[https://ecd.police.go.th/%E0%B9%80%E0%B8%81%E0%B8%B5%E0%B9%88%E0%B8%A2%E0%B8%A7%E0%B8%81%E0

%B8%B1%E0%B8%9A%E0%B9%80%E0%B8%A3%E0%B8%B2/], 2022 
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ことが可能である224。 

また、TCSD は以下のとおり 3 つの部門と 1 つのサポートグループに分かれて

いる。 

第 1 部門： コンピューターシステムに関す

る犯罪を取扱う部門 

第 2 部門： 犯罪の道具としてコンピュータ

ーが使用される犯罪を取扱う部

門 

第 3 部門： 違法なコンピューターデータを

アップロードする犯罪を取扱う

部門 

技術事件サポートグループ： インターネットを利用した迅速

な対応や、技術に関する事例の

提供をする部門 

 

7. タイ情報技術犯罪抑制作業部会 

(1) 概要 

タイ情報技術犯罪抑制作業部会（Thailand's Action Taskforce for Information 

Technology Crime Suppression：TACTICS）は、過去数年間で複雑化した事件

に対応するため、専門的な知識と経験を持つ警察官を構成員として設立された。

TACTICS は、タイ警察の下部組織であり、その権利と義務は警察組織と同様で

ある。TACTICS が事件を取扱うためには、知的財産権者が訴状を提出する必要

がある。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

TACTICS の権限及び責務は以下のとおりである225。 

 

① タイ警察の方針に従って、情報技術犯罪の調査、防止及び抑制をすること 

② 他の機関の任務遂行をサポートすること 

③ 情報義務犯罪及びその他の犯罪に関連する訴状を受理すること 

 

 
224 TCSD [https://tcsd.go.th/product-landing/?playlist=b6693eb&video=d44ae19], 2021 
225 TACTICS [https://pct.police.go.th/], 2021 
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8. 知的財産侵害抑制小委員会 

(1) 概要 

2016 年、知的財産権侵害への取り組みの効率化、知的財産権保護の強化をし、

知的財産権侵害に対する国家の姿勢を示すことを目的として創設された。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

知的財産侵害抑制小委員会の権限及び責務は以下のとおりである。 

 

① 国家の知的財産権に係る管理行動計画の枠組及びスケジュールの策定、並

びに当該計画の遵守の確保 

② 他の組織とともに、政府行動計画の監督、管理、促進、調査、他の関係機

関とともに、政府の計画に従って監督、検査、進捗の指示又は評価を行う

こと 

③ 政府からの指示に従い、ワーキンググループを指導し、又は責任者を指定

して行動させること 

④ 専門家、政府職員、従業員から入手した、情報、事実・見解、及び書類・

証拠の開示、関係者の招聘 

⑤ 情報の配信、知的財産権に係る管理行動計画の促進 

⑥ 定期的に小委員会の行動結果を報告し、知的財産権に係る委員会で設定さ

れた問題に対処すること 

 

9. 中央知的財産国際貿易裁判所 

(1) 概要 

中央知的財産国際貿易裁判所（CIPIT 裁判所）は、検察庁から送致される事件

を取扱うほか、CIPIT 裁判所に直接提起された事件を取扱う。 

CIPIT 裁判所に事件が直接提起される場合、知的財産権者が訴状を提出した後、

CIPIT 裁判所は、知的財産権者が一応の証拠（prima facie case）を有するか否

か検討し、事件を受理するか、審理を継続するかを判断する。 

また、知的財産権者は、CIPIT 裁判所の判決に対して、特別控訴裁判所（Court 

of Appeal for Specialized Cases）に上訴することができ、更に最高裁判所に上訴

することもできる。 

 



63 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

中央知的財産国際貿易裁判所創設、並びに、知的財産権事件及び国際貿易事件

の手続に関する法律（ the Establishment of Intellectual Property and 

International Trade Court and the Procedures of Intellectual Property and 

International Trade Trial Act B.E.2539）によると、CIPIT 裁判所が管轄するの

は 6 つの地域であるが、地方には、中央知的財産国際貿易裁判所は設立されてい

ないため、現在、CIPIT 裁判所の管轄はタイ全土となっている226。 

他方、民事事件の場合、原告は被告の戸籍所在地を管轄する裁判所に訴えを提

起することができる。刑事事件の場合、当該刑事事件が発生した場所、被告人の

戸籍所在地、又は被告人が逮捕された場所を管轄する裁判所に訴えを提起しなけ

ればならない。 

 

CIPIT 裁判所の権限及び責務は以下のとおりである。 

 

① 知的財産法に関する民事・刑事事件（商標法、著作権法、特許法、刑法 271

条～275 条に基づく事件） 

② 技術移転やライセンスに関する契約に起因する民事事件 

③ 中央知的財産国際貿易裁判所創設、並びに、知的財産権事件及び国際貿易

事件の手続に関する法律（the Establishment of Intellectual Property and 

International Trade Court and the Procedures of Intellectual Property 

and International Trade Trial Act B.E.2539）に基づく、商品又は金融商

品、サービス、運送、保険の国際的な販売、交換、及びその他の関連する

法律行為に関する民事事件 

 

10. デジタル経済社会省 

(1) 概要 

デジタル経済社会省（Ministry of Digital Economy and Society：MDES）の

任務は、経済又は社会に対して影響を与えるあらゆるデジタル開発について、戦

略又は計画の策定、提案、監督、規制、評価することである。また、国家のサイ

バーセキュリティーを確保するだけでなく、国際社会におけるパフォーマンス向

上を可能にする技術を採用するための対応も行う。 

 

MDES は①タイ電話公社（Telephone Organization of Thailand：TOT）、②

 
226 CIPIT 裁判所 [https://ipitc.coj.go.th/th/content/page/index/id/191167], 2021 



64 

 

タイ通信公社（Communications Authority of Thailand：CAT）、③タイ郵便株

式会社（Thailand Post Company Limited）、④デジタル経済振興庁（Digital 

Economy Promotion Agency：DEPA）、⑤電子取引開発機構（Electronic 

Transactions Development Agency：ETDA）の 5 つの組織を有する227。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

MDES は、オンラインにおける権利侵害（online infringement）を構成する

と考えられるコンピューターのデータの削除や拡散の停止を裁判所に直接要求

する権限を有している228。また、裁判所の許可に基づいて、国家放送通信委員会

（National Broadcasting Telecommunications Commission：NBTC）やインタ

ーネットサービスプロバイダーに対して、違法コンテンツのブロックを支援する

よう直接命令することができる。 

 

11. 国家放送通信委員会 

(1) 概要 

国 家 放 送 通 信 委 員 会 （ National Broadcasting Telecommunications 

Commission：NBTC）は、国家の放送・通信の規制機関である。その任務は、放

送、電気通信活動に関するマスタープランを策定することにより、国内の全ての

放送・電気通信サービスを規制することである。また、放送・電気通信サービス

の基準やカテゴリーの設定、放送・電気通信サービスのための周波数使用の許可

や規制、放送・電気通信事業者へのライセンスの付与などを行う。 

また、NBTC は、他の政府機関と協力して、オンラインでの模倣品や侵害品の

拡散を阻止することも行う。 

 

(2) 所掌範囲、権限等 

NBTC の権限及び責務は以下のとおりである229。 

 

 
227 Overview of MDES [https://www.mdes.go.th/about],2021 
228 コンピューター犯罪法（the Computer-related Crime Act B.E.2560） 
229 The authorities and the responsibilities of the NBTC 

[https://www.nbtc.go.th/About/%E0%B8%AD%E0%B8%B3%E0%B8%99%E0%B8%B2%E0%B8%88%E

0%B8%AB%E0%B8%99%E0%B8%B2%E0%B9%89%E0%B8%97%E0%B8%B5%E0%B9%88%E0%B9

%81%E0%B8%A5%E0%B8%B0%E0%B8%84%E0%B8%A7%E0%B8%B2%E0%B8%A1%E0%B8%A3%

E0%B8%B1%E0%B8%9A%E0%B8%9C%E0%B8%B4%E0%B8%94%E0%B8%8A%E0%B8%AD%E0%B

8%9A%E0%B8%82%E0%B8%AD%E0%B8%87-%E0%B8%AA%E0%B8%B3%E0%B8%99%E0%B8%B1

%E0%B8%81%E0%B8%87%E0%B8%B2%E0%B8%99-%E0%B8%81%E0%B8%AA%E0%B8%97%E0%

B8%8A/LineTelecom.aspx?lang=en-us], 2021 
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① 電気通信又は無線通信サービスにおける周波数及び無線通信機器の使用

の許可及び規制、許可の基準及び手順、条件、又は許可料を定める 

② 利用者に品質、効率、適時性、信頼性、及び公正さを備えたサービスが提

供されることを保証するために、電気通信事業を許可及び規制し、許可の

基準及び手順、条件、又は許可料を定める 

③ 電気通信番号の使用を許可及び規制し、許可の基準及び手順、条件、又は

許可料を定める 

④ 利用者、サービス提供者、投資家にとって公正であるように、又は公共の

利益の観点から電気通信サービス事業者間で公平になるように、同種の事

業、他の種類の事業の両方で、ネットワークへのアクセスと相互接続のた

めの基準と手続、及び電気通信サービスのアクセス又は相互接続料金の設

定のための基準と手続を定める 

⑤ 公共の利益の観点から、ユーザーとサービスプロバイダーにとって公平に

なるように、電気通信サービスの関税構造と価格構造を設定すること 

⑥ 電気通信サービス及び無線通信サービスの基準及び技術仕様を設定する

こと 

⑦ 電気通信サービスにおける反競争的行為又は不公正な競争を防止するた

めの措置を定める 

⑧ 普遍的かつ平等な電気通信サービスの提供の拡大のための措置を定める 

⑨ 公衆の権利及び自由を事業者の搾取から保護し、個人のプライバシー権と

通信手段による通信の自由を保護し、幅広い電気通信サービスへのアクセ

ス・利用を促進することにより、人々の権利、自由、平等を促進すること 

電気通信サービスに関する監視及びアドバイスの提供 
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IV. 知的財産権のエンフォースメント 

1. 権利者自らによる対策 

(1) 知的財産権の登録状況の確認 

自社製品・商品の模倣疑義品を発見した場合に最初に行うべき対処は、当該製

品・商品に関する知的財産権の登録状況の確認である。これは、行政的救済、民

事救済又は刑事救済を求めるためには、原則として登録された知的財産権を保有

していることが必要となるからである。なお、商標権については、未登録の場合

であっても、商標権所有者の商品として商品を詐称した者に対して、パッシング

オフ（詐称通用）の訴訟を提起することができる230。 

更に、模倣疑義品の製造者や販売者等が判明している場合には、当該製造者又

は販売者が模倣疑義品に関する知的財産権を登録しているか否かについても確

認しておくことが望ましい。 

知的財産権の登録状況の確認においては、以下の点を確認することが重要とな

る。 

①  登録状況 
登録済、出願済、審査中、公開の有無、係争中か否か

等 

②  権利者 日本本社（又は他の国の法人）かタイ国内法人か 

③  有効期間 有効期間中であるか、有効期間の満了日はいつか 

④  権利範囲 
特許の場合にはクレーム・明細の内容、商標の場合に

は指定区分や指定商品・役務等 

⑤  ライセンスの有無 第三者へライセンスしているか否か 

⑥  取消可能性の有無 
当該知的財産権が取り消されるリスクはないか（商

標の場合には実際に使用実績があるか等） 

 

(2) 侵害の有無の検討 

権利執行を行うためには、模倣疑義品が自社の知的財産権を「侵害」している

ことが必要である。したがって、模倣疑義品をテスト購入した上で、模倣疑義品

と自社の知的財産権を比較し、侵害行為があるか否かを検討しなければならない。 

検討にあたっては、必要に応じて外部業者に委託して、鑑定を行っておくこと

も有益である。これは、将来的に裁判所や警察等に対して証拠書類として提出す

る場合には、社内の鑑定結果よりも外部の専門家による鑑定結果の方が、一般的

 
230 商標法 46 条 2 段落 
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に証拠能力が高いからである。なお、タイにおいては鑑定業務を提供している公

的機関は存在せず、法律事務所等に委託することが一般的である。 

 

(3) 証拠の収集 

後記のとおり、模倣疑義品に対する最初のアクションは警告状の送付となるこ

とが一般的であるが、警告状を送付した場合には、模倣疑義者（販売者及び／又

は製造者）が模倣疑義品やその他の証拠物を隠滅したり、行方をくらましたりす

るおそれがある。 

そのため、警告状を送付する前に侵害行為の証拠を収集しておくことが必要で

ある。具体的には、模倣疑義品のテスト購入、販売店・製造工場等の写真撮影、

販売・製造の期間、数量及び金額等の情報収集、販売者・製造者のウェブサイト

や模倣疑義品を販売している EC サイトの保存、模倣疑義者の法人登記情報の取

得等を行うことが有益である。 

 

(4) 警告状の送付 

模倣対象となった製品・商品に関する知的財産権が有効に登録されており、か

つ、模倣疑義品が自社の知的財産権を侵害していることが確認できた場合に、模

倣疑義者に対して、警告状を送付する段階となる。 

警告状では、侵害行為の詳細（侵害対象となっている知的財産権の詳細、模倣

疑義品の詳細、製造又は販売行為の詳細等）を明記した上で、模倣疑義者に対し

て要求する内容（製造又は販売行為の中止のみか、（模倣疑義者が販売者の場合

には）仕入先・輸入等の開示を求めるか、損害賠償を求めるか等）を具体的に明

記することが重要である。また、回答・対応期限を明記し、期限内に回答や対応

がない場合には、法的手段を採る旨の記載も必要である。通常、警告状は権利者

名義で送付することが多いが、模倣疑義者がある程度の規模の企業・組織である

場合には、弁護士名義で送付することも考えられる。 

 

(5) 和解交渉 

警告状を受領した模倣疑義者が侵害行為を認めた場合又は和解を求めた場合

には、当事者間での和解交渉に入る。 

和解交渉は、当事者のみで行う場合も、弁護士が関与して行う場合もあるが、

模倣疑義者が弁護士を選任している場合には、権利者も弁護士を選任することが

望ましい。なお、和解交渉に入った場合であっても、和解が成立するとは限らな

いため、和解成立前に早急に模倣品の製造又は販売の停止や破棄を求めるととも

に、引き続き証拠収集を行い、模倣品の製造や販売が継続されていないか確認す
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べきである。 

和解条件が合意された場合には、模倣者が知的財産権の侵害行為を行った旨並

びに合意した和解条件（模倣品の製造・販売停止、模倣品の破棄、破棄の期限、

賠償金額、具体的な支払方法（一括か分割か）、謝罪広告の内容等）を明記した和

解合意書を作成し、締結することとなる。和解合意書は、模倣者が合意した和解

条件に従わず、裁判において執行を求める場合には重要な証拠となるため、弁護

士に依頼し、有効かつ法的拘束力を持つ内容であることを確保することが重要で

ある。 

 

2. 行政的救済 

(1) 概要 

行政的救済とは、警察、検察及び裁判所等、裁判手続に関与する政府機関以外

の政府機関による救済を指し、知的財産権侵害の場面においては、主に知的財産

局による救済を指す。タイにおいて、DIP を利用した行政的救済としては、以下

のものが挙げられる。 

 

(2) 知的財産権侵害対策局に対する捜査等実施の申立て 

DIP 内には、知的財産権侵害を受けた被害者からの申立てを受領する権限を有

する知的財産権侵害対策局（Anti-Intellectual Property Infringement Office）が

存在する。 

模倣品を始めとした知的財産権侵害を受けた場合、被害者は、知的財産権侵害

対策局に対して、捜査及び捜索・差押えの申立てを行うことができる。知的財産

権侵害対策局は、申立ての内容を精査し、必要があれば被害者に対して追加の証

拠や情報等の提出を求めた上で、警察又は DSI に対して捜査又は捜索・差押えの

実施を求めることができ、必要に応じて実際の捜索・差押えに立ち会うこともで

きる。 

このように、知的財産権侵害を受けた被害者は、知的財産権侵害対策局に対し

て申立てを行うことができるものの、知的財産権侵害対策局自体には捜査権限は

なく、そのための人員も有していないため、実際の捜査活動は警察又は DSI が行

うこととなる。後記のとおり、被害者は、警察や DSI に対して、直接捜査実施の

申立てを行うこともできるため、知的財産権侵害対策局を通じて捜査を求める必

要性は低いものの、特許権侵害等、知的財産権に関する高度な知識・判断が求め

られる事案の場合には、当初から DIP に関与してもらうことで円滑な捜査の実

施が期待できる。 
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(3) 異議申立て及び取消・無効請求 

模倣疑義者が、模倣の対象となる知的財産権と同一又は類似の知的財産権を登

録しようとする場合又は登録している場合には、DIP に対する異議申立て及び取

消・無効請求も、有効な行政的救済手段となる。各知的財産権に関する異議申立

て及び取消・無効請求については、前記 II の該当部分を参照されたい。 

 

3. 民事救済 

(1) 概要 

民事救済とは、民事裁判を通じた救済手段を意味し、知的財産権の権利者は自

己の知的財産権の侵害者に対して民事裁判を提起し、損害賠償、侵害行為の中止・

停止、模倣品の没収・破棄等を請求することができる。 

タイでは、1997 年に、知的財産権に関連する民事及び刑事裁判を専門に審理

する中央知的財産国際貿易裁判所（The Central Intellectual Property and 

International Trade Court 以下「CIPIT 裁判所」という。）が設立され、知的財

産権に関する民事裁判は CIPIT 裁判所で審理される。 

CIPIT 裁判所における審理廷は、2 名の法律知識を有する判事と 1 名の技術知

識を有する判事補の 3 名で構成され、多数決によって判決が決定される231。 

 

(2) 裁判手続 

民事救済を求める権利者は、CIPIT 裁判所に対して、請求の趣旨及び根拠並び

に請求を求める救済（損害賠償、侵害行為の中止・停止、模倣品の没収・破棄等）

の内容を記載した訴状を、証拠と共に提出する232。 

訴状を受領した裁判所は、被告に対して召喚状（Writ of Summons）を送付し、

被告は召喚状を受領した日から 15 日以内に答弁書及び自己の主張を裏付ける証

拠を提出しなければならない233。 

各当事者からの主張及び証拠を受領した後、裁判所は、和解の可否や証人尋問

期日及び審問期日の手続・スケジュールを話し合うための審理前協議（Pre-Trial 

Conference）期日を設ける234。審理前協議期日において、和解が成立しない場合

には、その後証拠調べ、証人尋問、鑑定及び本人尋問等のための期日が開催され、

判決が下される。民事裁判手続の流れは以下のとおりである。  

 
231 Act for the Establishment of and Procedure for Intellectual Property and International Trade

 Court B.E. 2539 (1996)（以下「CIPIT 裁判所法」という。）19 条 
232 Rules for Intellectual Property and International Trade Cases B.E.2540 (1997)（以下「CIPIT 裁判

所規則」という。）6 条及び 7 条 
233 CIPIT 裁判所規則 9 条 
234 CIPIT 裁判所規則 27 条 
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和解成立 

被告による答弁書の提出 

CIPIT 裁判所への提訴 

控訴裁判所への控訴 
被告への召喚状の送付 

審理前協議 

審理期日 

被告による答弁書の未提出 

原告側証人の審問 和解交渉 

和解決裂 

最高裁判所に上告 

判決 

控訴裁判所に控訴 

提訴の受理 提訴の却下 
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(3) 仮差止め 

知的財産権の権利者は、自己の知的財産権に対して侵害行為が行われている又

は行われるという明白な証拠がある場合には、当該行為の仮差止めを CIPIT 裁

判所に申立てることができる235。CIPIT 裁判所は、①仮差止めを認めることに十

分な理由があり、かつ、②金銭賠償では権利者の損害を回復することが困難であ

る又は侵害疑義者が損害賠償を行うことができない可能性が高いと判断した場

合には、侵害疑義者に対して侵害行為を中止するよう命令を出し、この際に侵害

疑義者が被る可能性のある損害を担保するために権利者に対して担保金の供託

を求めることができる236。 

侵害疑義者は、仮差止め命令に対して、30 日以内に、CIPIT 裁判所に不服申

立てを行うことができる237。 

 

(4) 証拠保全・アントンピラー命令 

本訴手続において提出予定の証拠が消失又は毀損するおそれがある場合、権利

者は、CIPIT 裁判所に対して、当該証拠の保全命令を求めることができる238。当

該申立てがあった場合、CIPIT 裁判所は、申立人、相手方又はその他の第三者の

審問を行った上で、証拠保全命令を出すか否かを判断する。 

更に、緊急性が高い場合には、直ちに証拠の押収・差押えを認める命令（アン

トンピラー命令）を求めることもできる239。CIPIT 裁判所は、アントンピラー命

令を出す場合には、侵害疑義者が被る可能性のある損害を担保するために権利者

に対して担保金の供託を求めることができる240。 

 

(5) 事例 

2021 年 12 月、CIPIT 裁判所は、商標権侵害を理由として被告に対して 1,000

万バーツ（約 3,400 万円）の損害賠償金と法定利息の支払い、それに加えて、訴

えが提起されてから被告が侵害をやめるまでの期間について、1 月あたり毎月 10

万バーツの損害賠償金を別途支払うよう命じる判決を下した。これは、タイにお

ける商標権侵害事件の損害賠償額としては最高額である。 

上記事案において CIPIT 裁判所は、A 店のロゴと、B 店のロゴについて、外

観・呼称上、消費者に混同を生じさせる程度の類似性は認められないとしつつも、

 
235 著作権法 65 条、特許法 77 条、商標法 116 条及び CIPIT 裁判所規則 12 条 
236 CIPIT 裁判所規則 13 条及び 15 条 
237 CIPIT 裁判所規則 16 条 
238 CIPIT 裁判所法 28 条 
239 CIPIT 裁判所法 29 条 
240 CIPIT 裁判所規則 21 条 
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ある標章が商取引上製品と共に使用されている場合は、商取引上の標章の類似性

のみならず、店舗の外観、コンセプト、提供方法等も考慮した上で類否判断を行

うべきであると判示した。当該判示は、タイにおいて、いわゆるトレードドレス

241を商標として保護することを認めたものであると推測され、その意味でも注目

に値する。但し、本件は、CIPIT 裁判所における判決に過ぎず、今後、上級審で

どのような結論が出されるのか注視する必要がある。 

 

(6) 統計情報 

CIPIT 裁判所への照会によれば、2016 年から 2021 年までの間に CIPIT 裁判

所、控訴裁判所及び最高裁判所に新たに係属した知的財産権に係る民事裁判の件

数は以下の表のとおりである。 

当該統計情報によれば、後述する刑事裁判の件数の増加に比べ、民事裁判の件

数の増加は見られず、刑事裁判に比べると民事裁判が救済手段として積極的に利

用されていないことが伺われる。一般論として、知的財産権の権利者は民事裁判

において知的財産権侵害及び損害を立証する必要があるところ、当該立証が容易

ではないこと、また、仮に勝訴した場合でも、侵害者に資力がなく、十分な賠償

を受けられないことも多いことが、民事裁判が救済手段として積極的に利用され

ていない理由の 1 つであると考えられる。 

 

【CIPIT 裁判所】 

根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021242 

商標法 

（商標権侵害関連） 

125 

（33） 

133 

（28） 

107 

（27） 

113 

（18） 

135 

（36） 

60 

（17） 

著作権法 

（著作権侵害関連） 

57 

（31） 

76 

（9） 

54 

（19） 

106 

（10） 

60 

（32） 

34 

（5） 

特許法 

（特許権侵害関連） 

50 

（36） 

31 

（9） 

23 

（10） 

21 

（7） 

30 

（4） 

22 

（9） 

合計 232 

（100） 

240 

（46） 

184 

（56） 

240 

（35） 

225 

（72） 

116 

（31） 

 

【控訴裁判所】 

 
241 知的財産権の一種であり、国際的には定義が定まっていない。米国においては、商品のパッケージの

他、ビジネスの全体的なイメージ、商品自体のデザインを含むと考えられている。日本では、上記概念に

ついて、立体商標等に該当する場合を除き、商標法上の保護対象外とされているが、不正競争防止法、意

匠法又は著作権等により保護され得る場合がある。 
242 2021 年 1 月から 9 月までの統計情報である。 
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根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021243 

商標法 

（商標権侵害関連） 

2 

（1） 

47 

（3） 

69 

（8） 

82 

（10） 

66 

（7） 

57 

（8） 

著作権法 

（著作権侵害関連） 
- 

7 

（5） 

18 

（18） 

8 

（7） 

6 

（6） 

11 

（11） 

特許法 

（特許権侵害関連） 
- 

13 

（5） 

16 

（4） 

16 

（1） 

15 

（5） 

3 

（1） 

合計 2 

（1） 

67 

（13） 

103 

（30） 

106 

（18） 

87 

（18） 

71 

（20） 

 

【最高裁判所】 

根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021244 

商標法 

（商標権侵害関連） 

39 

（1） 

10 

（1） 

1 

（‐） 

13 

（1） 

7 

（‐） 

3 

（‐） 

著作権法 

（著作権侵害関連） 

14 

（13） 

23 

（23） 
- 

1 

（1） 

2 

（2） 

1 

（1） 

特許法 

（特許権侵害関連） 

5 

（2） 

2 

（1） 
- - 

1 

（1） 

3 

（2） 

合計 58 

（16） 

35 

（25） 

1 

（‐） 

14 

（2） 

10 

（3） 

7 

（3） 

 

4. 刑事救済 

(1) 概要 

刑事救済とは、警察・DSI 及び検察による捜査並びに刑事裁判を通じた救済手

段を意味し、前記のとおり、刑事裁判も CIPIT 裁判所で審理される。 

知的財産権に対する侵害行為に対しては、各法律において、以下のような罰則

が規定されている。 

権利種別 侵害行為 罰則 

 
243 2021 年 1 月から 7 月までの統計情報である。 
244 2021 年 1 月から 9 月までの統計情報である。 
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特許権 

特許権者以外の者が、①特許製品の製造、

使用、販売、販売目的での所持、販売目的

での供給若しくは輸入、又は②特許製法の

使用又は特許製法を使用して製造した製

品の生産、販売、販売目的での所持、販売

目的での供給若しくは輸入を行った場合 

2 年以下の禁錮及び

／又は 40 万バーツ

以下の罰金（特許法

85 条） 

小特許権 同上 

1 年以下の禁錮及び

／又は 20 万バーツ

以下の罰金（特許法

86 条） 

意匠権 

意匠権者以外の者が、製品の製造において

意匠を使用し、又は意匠を具現した製品を

販売し、販売のために所持し、販売のため

に供給し、若しくは輸入した場合 

2 年以下の禁錮及び

／又は 40 万バーツ

以下の罰金（特許法

85 条） 

商標権 

タイで登録されている他人の商標等を偽

造した場合 

4 年以下の拘禁及び

／又は 40 万バーツ

以下の罰金（商標法

108 条） 

タイで登録されている他人の商標等を、他

人の商標等であるかの如く公衆を欺瞞す

るために、模倣した場合 

2 年以下の拘禁及び

／又は 20 万バーツ

以下の罰金（商標法

109 条） 

タイで登録されている他人の商標等を付

した包装又は器具を、自己若しくは第三者

の商品に関連して使用し、その結果、その

商品が当該商標等の所有者に属している、

又はその商品に関して使用することが許

されていると、公衆を誤認させた場合 

2 年以下の拘禁及び

／又は 40 万バーツ

以下の罰金（商標法

109-1 条） 

偽造又は模倣した他人の商標等を付した

製品を、タイに輸入し、頒布し、頒布する

ために所持した場合 

（偽造の場合）4 年

以下の拘禁及び／又

は 40 万バーツ以下
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偽造又は模倣した他人の商標等を使用し

てサービスを提供し、又はサービスの提供

を申し出た場合 

の罰金 

（模倣の場合）2 年

以下の拘禁及び／又

は 20 万バーツ以下

の罰金 

（商標法 110 条） 

商品の出所、性質、品質若しくは質量に関

して買主を騙す意図で、不正に若しくは詐

欺的なあらゆる方法を使って、商品を販売

する行為で、不正行為及び詐欺に該当しな

い行為 

3 年以下の禁錮及び

／又は 6,000 バーツ

以下の罰金（刑法

271 条） 

公衆に対して他人の商品若しくは事業で

あると信じさせることを目的として、他人

が事業に使用している名称、外観、創作さ

れたマーク若しくはその他の文言を使用

し、又はこれらを商品、包装、カバー、広

告、価格表、ビジネスレター若しくはこれ

らに類似するものに表示させる行為 

1 年以下の禁錮及び

／又は 2,000 バーツ

以下の罰金（刑法

272 条 1 項） 

国内外を問わず登録されている他人の登

録商標を偽造する行為 

3 年以下の禁錮及び

／又は 6,000 バーツ

以下の罰金（刑法

273 条） 

国内外を問わず登録されている他人の登

録商標を模倣して、公衆に当該他人の登録

商標であると信じさせる行為 

1 年以下の禁錮及び

／又は 2,000 バーツ

以下の罰金（刑法

274 条） 

刑法 272 条 1 項に規定された名称、外観、

創作されたマーク若しくはその他の文言

が付された商品、又は 273 条若しくは 274

条に規定された他人のものであると偽造

若しくは模倣された商標が付された商品

をタイ国内に持ち込み、処分し、又は処分

のために露出させる行為 

刑法 272条 1項、273

条又は 274 条に定め

る罰則（刑法 275 条） 

著作権 

著作権者の許可なく、著作物又は視聴覚著

作物、映画著作物若しくは録音著作物を複

製又は改変した場合 

2 万バーツ以上 20

万バーツ以下の罰金 

（商業目的の場合）
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著作権者の許可なく、著作物又は視聴覚著

作物、映画著作物若しくは録音著作物を公

衆に伝達した場合 

6 か月以上 4 年以下

の懲役及び／又は

10 万バーツ以上 80

万バーツ以下の罰金

（著作権法 69 条） 

著作権者の許可なく、視聴覚著作物、映画

著作物若しくは録音著作物の原本又は複

製物を貸与した場合 

著作権者の許可なく、著作権を有する音又

は映像を利用した視聴覚物、映画、録音若

しくは音声・映像放送物の製作、再放送又

は商業目的で公共の場で上映した場合 

著作権者の許可なく、著作権を有するコン

ピュータープログラムの複製、改変、公衆

への伝達又はその原本若しくは複製物を

貸与した場合 

著作権者の許可なく、映画館において、上

映中の映画著作物の音声若しくは画像又

はその両方の複製した場合 

6 か月以上 4 年以下

の禁錮及び／又は

10 万バーツ以上 80

万バーツ以下の罰金 

（著作権法 69/1 条） 

著作権を侵害していることを知っていた

若しくは知るべきであった者が、著作権侵

害物を販売し、販売目的で所持し、販売の

申し出をし、貸与し、貸与の申し出をし、

割賦販売し、割賦販売の申し出をし、公衆

へ伝達し、頒布し、タイへ持ち込み、又は

輸入する行為 

1 万バーツ以上 10

万バーツ以下の罰金 

（商業目的の場合）

3 か月以上 2 年以下

の懲役及び／又は 5

万バーツ以上 40 万

バーツ以下の罰金

（著作権法 70 条） 

 

(2) 公的起訴 

公的起訴は、警察又は DSI による捜査を経て、検察によって侵害者を起訴する

手続であり、権利者が侵害行為を警察又は DSI に告訴することで開始される。権

利者は、侵害行為の内容等によって、警察（ECD、TCSD、TACTICS 及び

COPTICS を含む。）又は DSI のいずれに告訴するか決定することになるが、一

般的には、組織的又は国際的な大規模の侵害行為の場合には DSI に、組織的な小

規模の侵害行為の場合には ECD や TACTICS に、インターネット等を介した侵
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害行為の場合には TCSD や COPTICS に、その他の単純な侵害行為の場合には

警察の通常部署に告訴することとなる。警察又は DSI は、権利者からの告訴を受

けた場合、権利者から提出された証拠書類等を検討し、侵害の可能性があると判

断した場合には、捜査を開始する。なお、警察及び DSI では侵害行為の有無が判

断できない場合には、DIP に対して助言を求めることも一般的に行われている。 

警察及び DSI は強制捜査が必要であると判断した場合には、CIPIT 裁判所か

ら令状を取得し、模倣疑義品の販売及び／又は製造が行われている場所への強制

立入り及び証拠品の強制押収（レイド）や被疑者の身柄拘束等を行う。当該手続

には、権利者又はその代理人が立ち会うことも可能である。 

捜査の結果、警察又は DSI が侵害行為の存在を認定した場合には、検察に送致

する。検察は、警察又は DSI から提出された証拠書類や被疑者の取り調べ等を行

い、起訴相当と判断した場合には、CIPIT 裁判所に対して起訴する。 

 

(3) 私的起訴 

タイでは、日本とは異なり、警察や検察を介さずに、被害者自身が被疑者を起

訴する私的起訴が認められている。私的起訴では、権利者自らで証拠収集を行っ

た上で、CIPIT 裁判所に対して起訴することとなる。 

私的起訴の場合、権利者は公権力を行使できないため、強制捜査や身柄拘束を

行うことができず、証拠の収集が困難となるが、警察や検察では侵害の有無の判

断が容易ではない特許権侵害等の場合には、権利者自らが必要な証拠書類を準備

できる点で有益である。 

そのため、警察や検察による捜査が何らかの理由で遅滞するなど、私的起訴の

方がスピードが速いと考えられる場面で、かつ、立証に十分な証拠が揃っている

と判断される場合には、私的起訴を選択することもあり得る。 

 

(4) 裁判手続 

CIPIT 裁判所は、検察又は権利者からの起訴状を受領した後、その内容を精査

し、予備審問（Preliminary Examination）（必要がある場合）又は審問期日を設

定し、証拠書類の検討や証人・本人尋問等を実施した上で判決を下す245。公的起

訴と私的起訴の双方を含む刑事裁判手続の流れは以下のとおりである。 

 

 
245 CIPIT 裁判所規則 44 条(2) 
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(5) 事例 

刑事事件は公的起訴の場合が多いが、近時、私的起訴、かつ、タイでは珍しい

「認証マーク」の侵害行為が争われた事案に係る最高裁判決がある。タイのイス

ラム中央委員会（the Central Islamic Council of Thailand）が原告で、被告の飲

料製品等に付された認証マーク「Halal」について商標権侵害を訴え、最高裁は

原告の訴えを認め、被告は商標法 108 条及び 110 条違反を理由として 5 万バー

ツの罰金を科された。 

 

 

(6) 統計情報 

① 刑事裁判の件数 

CIPIT 裁判所への照会によれば、2016 年から 2021 年までの間に CIPIT 裁判

所、控訴裁判所及び最高裁判所に新たに係属した知的財産権に係る刑事裁判の件

数は以下の表のとおりである。 

当該統計情報によれば、商標法及び著作権法違反を理由として CIPIT 裁判所

へ起訴されるケースの増加が顕著であり、近年、刑事救済が救済手段として積極

的に利用されている傾向があると考えられる。 

 

【CIPIT 裁判所】 

根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021246 

刑法 

（知的財産権 

侵害関連） 

31 

（31） 

19 

（19） 

258 

（258） 

217 

（215） 

225 

（222） 

172 

（171） 

商標法 

（商標権侵害関連） 

221 

（221） 

225 

（225） 

2,529 

（2,481

） 

1,967 

（1,947

） 

1,315 

（1,311

） 

660 

（660） 

著作権法 

（著作権侵害関連） 

77 

（58） 

51 

（51） 

684 

（577） 

708 

（708） 

542 

（541） 

391 

（391） 

特許法 

（特許権侵害関連） 
- 

1 

（1） 

6 

（6） 

5 

（3） 

3 

（3） 

7 

（6） 

合計 329 

（310） 

296 

（296） 

3,477 

（3,322

） 

2,897 

（2,873

） 

2,085 

（2,077

） 

1,230 

（1,228

） 

 
246 2021 年 1 月から 7 月までの統計情報である。 
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【控訴裁判所】 

根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021247 

刑法 

（知的財産権 

侵害関連） 

- 

8 

（8） 

11 

（9） 

22 

（18） 

20 

（16） 

9 

（7） 

商標法 

（商標権侵害関連） 
- 

20 

（20） 

52 

（52） 

51 

（51） 

46 

（46） 

24 

（24） 

著作権法 

（著作権侵害関連） 
- 

68 

（68） 

64 

（64） 

78 

（78） 

55 

（55） 

34 

（34） 

特許法 

（特許権侵害関連） 
- 

4 

（4） 

5 

（2） 

5 

（4） 

7 

（5） 

2 

（2） 

合計 
- 

100 

（100） 

132 

（127） 

156 

（151） 

128 

（122） 

69 

（67） 

 

【最高裁判所】 

根拠法令 2016 2017 2018 2019 2020 2021248 

刑法 

（知的財産権 

侵害関連） 

14 

（‐） 

2 

（‐） 

2 

（2） - 

3 

（3） 

1 

（1） 

商標法 

（商標権侵害関連） 

88 

（88） 

27 

（27） 

3 

（3） 

1 

（1） 
- - 

著作権法 

（著作権侵害関連） 

10 

（10） 

3 

（3） 

4 

（3） 

3 

（3） 

6 

（6） 

2 

（2） 

特許法 

（特許権侵害関連） 

3 

（‐） 
- 

2 

（‐） 

1 

（1） 

3 

（3） 

1 

（1） 

合計 115 

（98） 

32 

（30） 

11 

（8） 

5 

（5） 

12 

（12） 

4 

（4） 

② 摘発件数及び侵害品の押収量 

DIP への照会によれば、2011 年から 2021 年（1 月から 9 月）までの間に警察

又は DSI によって摘発された知的財産権の侵害事案及び押収された侵害品の数

は以下の表のとおりである。 

当該統計情報によれば、後述する税関における摘発件数が増加傾向にあるのに

 
247 2021 年 1 月から 7 月までの統計情報である。 
248 2021 年 1 月から 9 月までの統計情報である。 
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比べ、近年は摘発件数が減少傾向にあるように思われる。 
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5. 税関における水際対策 

(1) 概要 

タイ国内で模倣品を発見した場合には、上記 1 乃至 4 の手段で権利行使するこ

ととなるが、模倣品は、中国やベトナム等、タイ国外で製造され、タイ国内に輸
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販売行為を中止させたとしても、国外での模倣品の製造行為は継続され、タイ国

内の他の模倣品販売者が代わりに販売行為を行うだけであり、模倣品の被害を根

絶させることはできない。したがって、タイ国外で模倣品の製造が行われている

場合には、タイの国境においてタイ国内への輸入を防ぐ水際対策が重要となる。 

タイの税関は、タイ国境において模倣品を取り締まる広範な権限を有しており、

実務上も積極的に取り締まりを行っているため、税関と協力して適切な水際対策

をとることが権利者にとって有益である。 

 

(2) 税関登録 

税関は、輸入禁止品及び脱税品と疑われる貨物を発見した場合には、当該貨物

を検査した上で、当該物品の差押え又は没収を行う広範な権限を有している249。

したがって、権利者からの告発等がなくても、その裁量によって自発的に模倣疑

義品の検査等を行うことができる。もっとも、税関職員が知的財産権を侵害して

いる模倣品であるか否かを判断するのは容易ではないことから、権利者が、侵害

対象となり得る商標権及び著作権を事前に税関に登録し（以下「税関登録」とい

う。）、税関職員の注意を促すとともに、模倣疑義品を発見した場合に、速やかに

権利者又はその代理人に連絡が取れるようにしておく必要がある。なお、税関登

録の対象は、商標権及び著作権のみであり、特許権、小特許権及び意匠権は対象

とはなっていない。 

税関登録を行うためには、所定の申請書と共に以下の証拠書類を、（税関では

なく）DIP に提出する。 

①  （商標の場合）商標登録証の写し 

②  （代理人によって申請する場合には）委任状 

③  権利者が法人の場合には法人登記簿謄本 

④  
権利者による保証書（差止め等によって輸出入者が被る可能性のある損害

について責任を負うことを認める誓約書） 

⑤  商標・著作物の見本 

DIP は、提出された書類を確認し、問題がなければ、税関に対して各書類を送

付し、税関のデータベースに登録される。商標権については、税関登録された情

報が Intellectual Property Rights Coordination Center のデータベースで確認

することができる250。 

 

 
249 Export and Import of Goods Act B.E. 2522 (1979) 16 条及び 17 条並びに Customs Act B.E. 2560 

(2017) 
250 http://www.thaiipr.com/brands/admin/view1list.php 
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(3) 取り締まりの流れ 

税関職員が、国境において、税関登録された商標権又は著作権の模倣疑義品が

含まれている貨物を発見した場合、当該物品を一時的に差し止めた上で、税関登

録された権利者又は代理人に電話又は文書で連絡する。 

連絡を受けた権利者又は代理人は、税関からの連絡後 24 時間以内に税関に出

頭し、当該物品の検査を行い、当該物品が模倣品であるかを検討した上で、模倣

品であると判断した場合には、当該物品の没収を申請しなければならない。 

権利者又は代理人から没収の申請があった場合、税関は申請内容を確認し、模

倣品であることが明確である場合には、当該物品を没収する命令を下す。税関で

は模倣品か否かを判断できない場合には、税関は、DIP に対して意見を求めるこ

とができる。税関が、当該物品が模倣品でないと判断した場合又は模倣品である

と断定できない場合には、当該物品の差し止めを解除し、物品を開放する。この

流れをフローチャートに示すと以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 統計情報 
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V. 政府の模倣品対策 

1. 加盟している主な知財関係の国際条約 

タイは、1989 年に世界知的所有権機関（WIPO）に、1995年に世界貿易機関（WTO）

に加盟しており、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）によっ

て定められた国際的な知的財産権保護の制度を構築している。また、タイは、特許

協力条約（PCT）251及び標章の国際登録に関するマドリッド協定（いわゆるマドリ

ッドプロトコル）252にも加盟しており、特許及び商標の出願に際して、これらの制

度に基づく国際出願を行うことが可能である。 

 

上記の他に、タイが加盟している条約の一覧及びその概要は以下のとおりである。 

条約及び発効日 概要 

パリ条約（ストックホルム改訂版）

（2008 年 8 月 2 日） 

特許・実用新案・意匠・商標・サービスマーク・商号・

原産地表示等の工業所有権保護に関する条約であ

る。 

同条約の加盟国は自国の立法化で、以下の三大原則

を制定する必要がある。 

① 内国民待遇253 

② 優先権制度254 

③ 各国特許/商標保護独立の原則255 

ベルヌ条約（1980 年 12 月 29 日） 著作権に関する基本条約である。タイ国では同条約

に加盟する際に著作権法256が制定され、同法では、ベ

 
251 2009 年 12 月 24 日発効 
252 2017 年 11 月 7 日発効 
253 内国民に付与している権利・利益と同一の権利については、パリ条約加盟国民に対しても付与しなけ

ればならないとの原則。例えば、タイ国内において特許出願をする際の審査基準について、内国民（タイ

国民）と同盟国の国民との間で同一の基準を適用することが求められる。 
254 パリ条約の同盟国（A 国）において特許出願をした場合、他のパリ条約同盟国（B 国）においても、

新規性・進捗性等の判断に関して、A 国における特許出願日に出願されたのと同様の取扱いを受けるとの

原則。優先権主張のための詳細な要件は前記Ⅱ、1、(4)、④（特許について）Ⅱ、4、(4)、③（商標につ

いて）を参照。 
255 パリ条約の同盟国において出願された特許/商標は、他国（パリ条約同盟国であるか否かを問わな

い。）において当該特許/商標が無効とされた場合であっても、そのことを理由に、当該同盟国においても

無効としてはならないとの原則。 
256 なお、同法においては、TRIPS 協定に則り応用美術の著作物も保護対象とされている（著作権法 4 条

7 項）。 
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ルヌ条約における内国民待遇257及び無方式主義258等

の規定が反映されている。 

 

また、タイでは、農産物に関する知的財産権として、TRIS 協定を受けて制定され

た地理的表示保護法（B.E.2546(2003)）によって、地理的表示（GI）の登録制度を

設けている。なお、タイは、植物の新品種の保護に関する国際条約（UPOV 条約）

加盟国ではないものの、植物品種保護法（B.E.2542(1999)）によって、育成者権の

保護が図られている。 

 

2. FTA／EPA における知財の取り扱い 

タイを当事者とした、発行済みの FTA／EPA のうち、特に日本との関係性が高い

ものは以下のとおりである。 

名称及び発効日 概要 

日タイ経済連携協定（JTEPA）

259 

（2007 年 11 月 1 日） 

① 手続の簡素化・透明化 

a 国際分類の付与 

タイは特許分類に関するストラスブール協

定及び商標分類に関するニース協定に未加

盟であるところ、これらの国際分類に従っ

た分類の付与を可能な範囲で両国の義務と

した。 

b 知的財産保護関連情報の入手容易化 

産業財産権の出願・登録情報及びこれらに

関し知財庁が保有する一件書類並びに知的

財産保護制度に関する情報（エンフォース

メントに関する自国活動についての情報を

含む。）を公衆が容易に利用できるようにす

るため、適切な措置を講じることを規定。 

 
257 条約加盟国間において、著作物の相互保証を認める原則である。例えば、日本法上、著作物として保

護を受ける物については、タイにおいても同様に著作権法に基づく保護対象となる。但し、あくまでもタ

イの著作権法に基づく保護となるため、保護期間及び権利内容等は、タイ法の規定による。 
258 創作によって著作権を享有することができ、いかなる登録をも要しないという原則。もっとも、タイ

では著作権登録制度が存在し、当該登録を行う際には方式審査が行われる。 
259 JTEPA の概要に関する記載は、いずれも特許庁の HP の記載を引用している。

https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/epa/thailand.html 
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② 知的財産権保護の強化 

a 新規性阻却事由の拡大 

タイ国外において公知となった発明及び意

匠並びにインターネット等を介して公知と

なった発明が新規性を喪失する旨を規定。 

b 外国周知商標の保護 

外国における周知商標であって、不正の目

的を以て使用するもの又は権利者若しくは

出所についての混同を招くものについて、

当該登録を拒絶又は取消すことを決定。 

③ エンフォースメントの強化 

a 国境措置の強化 

a) 権利侵害物品の荷受人・輸入者の名称

及び住所を権利者に通報することを義

務化260。 

b) 商標権、著作権及び著作隣接権の侵害

物品につき、税関当局が職権により水

際取締を開始できることを確保。 

c) 積戻が禁止される侵害物品の対象に著

作権及び著作隣接権を含めた261。 

b 刑事手続・罰則対象権利の拡大 

a) 刑事上の手続と罰則の対象となる権利

を知的財産権全体に拡大262。 

b) 特許権・実用新案権・意匠権・商標権

及び植物の新品種に関連する権利の侵

 
260 TRIPS 協定第 57 条においては、任意規定とされているものの、日タイ間の関係では義務付けること

とした。 
261 TRIPS 協定第 59 条においては商標のみが対象とされている。 
262 TRIPS 協定第 61 条においては、商標権、著作権及び著作隣接権が対象とされているが、特許権、実

用新案権、意匠権、半導体回路配置権及び植物の新品種に関連する権利を含むように拡大した。 
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害を非親告罪化。 

地域的な包括的経済連携

（RCEP）協定263 

（2022 年 1 月 1 日） 

① 手続の簡素化・透明化 

a 国際協定 

締約国による国際協定（PCT 及びマドリッド

プロトコル）の批准又は加入。但し、タイは

いずれも加盟済みである。 

b 商標出願手続の簡素化・透明化 

締約国による、商標の処理・登録・維持のた

めの電子出願システム及び商標のオンライ

ン電子データベースの提供。 

c 特許の出願公開 

特許出願について、出願日（優先権が主張さ

れる場合は、最先の優先日）から 18 か月を

経過した後、速やかに公開する264。 

② 知的財産の保護強化 

a 商標権保護の強化 

悪意で行われた商標出願を拒絶・取消する権

限の規定265。また、周知商標であると決定す

るために、自国又は他国における商標登録を

要件としてはならないことを規定。 

b 商標・意匠の保護対象 

音商標を保護対象となることを規定。また、

意匠について、各締約国が(a)物品の一部に具

体化された意匠、又は(b)物品の全体との関係

において当該物品の一部について特別に考

慮された意匠のいずれかを意匠の保護対象

 
263 RCEP の概要に関する記載は、いずれも特許庁の HP の記載を引用している。

https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/epa/rcep.html 
264 但し、タイについては、本規定履行迄の猶予期間が認められている。 
265 A 国企業が保有する周知商標と同一又は類似の商標についての出願が悪意で他の締約国（B 国）で行

われた場合、B 国当局が当該出願を拒絶又は登録取消する権限を有することとなる。 
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となることを確認。 

c インターネット公知情報の先行技術・先行意

匠としての認識 

各締約国が、インターネットにおいて公衆に

利用可能とされた情報が特許における先行

技術、及び意匠における先行意匠の一部を構

成し得ることを認識。 

③ エンフォースメントの強化 

a 当局による損害賠償の支払命令権限 

民亊手続において司法当局が、知的財産権の

侵害行為から生じた損害賠償額を決定する

にあたり、権利者が提示する合理的な価値の

評価を考慮した上で、侵害者に損害賠償額を

支払うよう命じる権限を有することを規定。 

b 不正商標商品等の廃棄命令権限と職権によ

る輸入差止手続の確保 

著作権侵害物品及び不正商標商品に対して、

権限のある当局が廃棄命令権限を有するこ

と及び職権で輸入を差止めることができる

手続を採用又は維持することについて規定。 

上記に加えて、タイは、以下の FTA／EPA を締結済である266。 

タイ・オーストラリア自由貿易協定（TAFTA） 

ASEAN・中国包括経済協力協定（ACFTA） 

タイ・ニュージーランドの経済緊密化協定（TNZCEP） 

ラオス・タイ特恵貿易協定 

ASEAN・オーストラリア、ニュージーランド自由貿易協定（ASEAN-ANZ FTA） 

ASEAN・香港、中国自由貿易協定（ACFTA） 

 
266 https://aric.adb.org/database/fta 
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ASEAN・インド包括経済協力協定（ASEAN-India CECA） 

ASEAN・大韓民国包括経済協力協定（AKFTA） 

中華人民共和国・タイ自由貿易協定（PRC-Thailand FTA） 

タイ・バーレーン自由貿易協定（Thailand-Bahrain FTA） 

タイ・チリ自由貿易協定（Thailand-Chile FTA） 

タイ・ペルー自由貿易協定（Thailand-Peru FTA） 

 

3. 政府の政策 

タイにおいては、外国企業のタイ進出に際して、外国人事業法等による外資規制

を行っている。他方で、タイにおける技術力強化を促進するため、BOI（Board of 

Investment：タイ投資委員会267）による投資奨励政策により外資規制の緩和を図る

とともに、知的財産権に関して種々の優遇・支援制度を整備している。 

 

BOI は、投資奨励対象業種として 4 業種268（各業種に属する具体的な事業の小分

類については、タイ国投資委員会ガイド 2021269の 27 頁以下を参照。）を指定すると

ともに、当該対象業種に属さない事業であっても、特定の産業に関連する業種270に

おける研究開発や特定の技術開発271に対して、種々の優遇措置を講じている。これ

らは、基礎的恩恵272と呼ばれており、その具体的な内容は下表のとおりである。 

 

（基礎的恩恵） 

税制上の恩恵 税制以外の恩恵 

 機械輸入税の免除・減税 

 原材料及び必要資材輸入税の減税 

 投資機会の調査のための外国人入国許

可 

 
267 首相府傘下の局に相当し、投資促進を担当する政府機関であり、投資奨励法（B.E.2520）及びその増

補改正版に基づき、投資奨励制度を定めている。 
268 ①農業・バイオ・医療機器産業、②先進製造業、基礎・裾野産業③創造・デジタル産業、④創造・デ

ジタル産業及び高付加価値サービスの 4 業種 
269 https://www.boi.go.th/upload/content/BOI A Guide 2021 JP.pdf 
270 ①Bio and Medical Industries に関連する業種、②Advanced Manufacturing Industries に関連する業種、③

Basic and Supporting Industries に関連する業種、④Creative Digital Industries に関連する業種、⑤その他の業

種 
271 ①バイオテクノロジー開発、②ナノテクノロジー開発、③先端素材開発、④デジタルテクノロジー開

発 
272 基礎的恩恵は、付与される種類・程度毎に A1~A4 及び B1~B2 の計 6 グループに分けられており、各

事業、開発毎にグループが指定され、それに応じた基礎的恩恵が付与される。 
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 研究開発用の物品の輸入税の免除 

 法人所得税及び配当金にかかる税金の

免除 

 法人所得税の 50%減税 

 輸送費、電気代及び水道代の 2 倍まで

を控除 

 インフラの設置、建設費の 25%を通常

の減価償却に加えて控除 

 輸出向け製造用の原材料及び必要資材

の輸入税の免除 

 被奨励プロジェクトでの外国人技術

者・専門家の入国・就労許可 

 土地の所有権の許可 

 タイ国外への外貨送金の許可 

 

また、タイの競争力向上に資する投資・支出を行う場合273、タイの特定の地域・

場所274に事業所等を立地する場合、中小企業に対して投資を行う場合等275について

は、基礎的恩恵に加えて、メリットによる追加的恩恵と呼ばれる、別途の税制上の

優遇措置を受けることが可能である。 

 

4. 関連機関の実施能力 

タイの知的財産権保護に関連する各機関及びその役割は以下のとおりである。 

(1) 立法機関 

タイにおける立法機関は、国民議会（National Assembly）276である。上院とし

ての元老院及び下院としての人民代表院からなる二院制で構成され、法案及び予

選の先議権、首相の承認不信任決議等について、上院が下院に優越する。 

 

(2) 行政機関 

行政機関には、知的財産権保護及び侵害抑制を行うための機関としての DIP、

 
273 次のような投資・支出を行う場合：①技術・イノベーションの研究開発、②タイ国内で開発された技

術のライセンス料、③高度技術訓練、④タイ国内の原材料及び部品メーカーの開発、⑤製品及びパッケー

ジのデザイン、⑦教育・研究機関又は技術・人材開発基金に対する支援 
274 一人当たりの所得の低い 20 県や、工業団地又は奨励されている工業区の他に、経済特区、南部国境

地域、東部経済回廊、科学技術パーク等が指定されている。 
275 他にも、MAI／SET への上場促進のための優遇措置や、生産効率向上のための投資奨励措置が採られ

ている。 
276 http://www.parliament.go.th/ 
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実際に侵害が行われた場合の捜査を行う機関として、警察庁経済犯罪制圧部

（Economic Crime Suppression Division：ECD 277）や法務省特別捜査局

（Department of Special Investigation：DSI278。一般的に、知的財産権法違反か

つ侵害物品価額が 1000 万バーツ以上の場合、DSI が所轄することとなる。）が存

在する。 

 

また、タイの税関279では、侵害物品の水際対策が行われており、税関で侵害被

疑物品が検出された場合、税関職員及び権利者において当該物品の真贋鑑定を行

い、侵害品であると確認された場合、裁判所命令によることなく職権又は権利者

からの要請に基づき、侵害物品の差止、没収、処分を行うことができる。 

 

(3) 司法機関 

タイでは、知的財産権に係る紛争を取扱う特別専門裁判所として、知的財産及

び国際取引中央裁判所（The Central Intellectual Property and International 

Trade Court：CIPITIC280）が設置されている。同裁判所では、2 名の専門裁判官

（Career Judge）及び 1 名の賛助判事（Assist Judge）による審理が行われる。 

 

また、CIPTIC の判決に対する控訴は、タイ専門事案控訴裁判所（Court of 

Appeal for Specialized Cases：CASC281）に対して行われ、CASC による審理は、

専門事案を判断可能な裁判官のみによって行われる。 

 

(4) その他 

上記の他に、海賊版コンテンツ配信等のオンライン上の知的財産権侵害に対応

する著作権保護センター（New Copyright Protection Center）や、知財管理に関

するガイダンス・企業の国際的な知財保護のための誘致サービス等を提供してい

る IP IDE Center（IP Innovation Driven Enterprise Center）等が存在する。 

 

5. 権利者との協力 

タイ国商務省は、知的財産権者と協力し、継続的な知的財産権侵害の抑止活動を

行っている。 

 
277 http://www.royalthaipolice.go.th/ 
278 https://www.dsi.go.th/ 
279 http://www.customs.go.th/ 
280 https://ipitc.coj.go.th/th/page/item/index/id/500 
281 https://appealsc.coj.go.th/th/page/item/index/id/1 
 



94 

 

 

2003 年 9 月には、DIP、税関等の公的機関と知的財産権の保護団体282、法律事務

所・警備会社等の専門家集団283及び知的財産権者である各企業284との間で、侵害物

品の摘発・データベース化及び知的財産保護に関するセミナー実施等に関する

MOU が締結された。 

 

また、近年、オンライン上における知的財産権侵害行為が増加したことを受けて、

2021 年 1 月には、商務省は、Shopee、Lazada、JD Central 等の大手 e コマース業

者との間で、オンライン・プラットフォーム上における知的財産権侵害物品を排除

するための MOU が締結された285。今後、当該 MOU に基づき、オンライン上にお

ける侵害行為に対策するための保護手段構築が行われる予定である。 

 

6. 啓発活動 

2016 年に策定された「知的財産権侵害防止・抑止行動計画」（the Prevention and 

Suppression of Intellectual Property Infringement Action Plan）に基づき、商務

省、DIP、DSI、陸海軍等の関係当局によって、以下のような知的財産権侵害防止施

策が行われている。 

① 密輸防止（密輸ルートの捜査、逮捕等を含む。） 

② 市場における侵害物品の摘発 

③ 侵害物品製造施設・倉庫の摘発 

④ インターネット上における侵害行為の抑止 

⑤ ケーブル・衛星放送における侵害著作物配信の防止・抑止 

⑥ 侵害ソフトウェアの使用削減 

 

また、知的財産権保護に関する啓発活動の一環として、DIP、王国警察、税関、

DSI によって、その年に押収した侵害物品を、破壊する式典が例年開催され、各国

 
282 Thai Entertainment Content Trade Association、Thai Tapes and Records 

Association、Motion Picture Association、Selective Trademark Union (Thailand) 

Company Ltd.、 
283 Tilleke & Gibbins International Company Ltd.、Pinkerton (Thailand) Company 

Limited、Satyapon & Partners Company Limited、Domnern Somgiat & Boonma Law 

Office Company Limited、Baker and Mckenzie Company Limited、Rouse & Co. 

International (Thailand) Company Limited 
284 G – Patent Company Limited 、GMM Grammy Public Company Ltd.、R.S. 

Promotion Public Company Limited、RMS Studio and Multimedia Company Limited、

Business Software Alliance、Sony Interactive Entertainment Inc.、Adidas-Salomon 

AG Company、Nokia Corporation 
285 https://www.bangkokpost.com/business/2049327/mou-aims-to-combat-ipr-violations 
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の外交団、メディア、知的財産権者等が招待されるとともに、近年では、式典の様

子をオンラインで中継することも行われている。当該式典における破壊方法には、

侵害物品をロード・ローラーで一気に押しつぶす等のパフォーマンス的要素も含ま

れており、広く消費者の注目を集められるように工夫が施されている。 
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VI. 模倣品に対する企業の対策事例 

1. 日系企業の対策事例 

(1) 模倣品発見時の対処 

近時のオンライン・プラットフォームを通じた侵害品の販売の増加に伴い、プ

ラット・フォームにおけるテイクダウン対応の重要性が高まっており、日系企業

においても、初期的かつ最低限の対応として、テイクダウン対応を行っている例

も多い。テイクダウン対応の詳細については、後述 VII 記載のとおりである。 

テイクダウンや、その前提としての模倣品の発見を、どの程度効率的に行いう

るかについては、各企業内の人的リソースや経験値により、企業間で大きな差が

あるといえる。日本における本社や、シンガポール等の地域拠点において、模倣

品対策の人的リソースや経験を集約し、当該拠点を通じた効率的な対応を実現し

ている企業も多い。 

有効な対策事例としては、例えば、以下のような事例がある。 

① 定期的にオンライン・プラットフォームや模倣品が頻出する市場での模倣品

探索を行う。 

② 模倣品であるかの判定方法やそのフロー（例えば、どのような類型の模倣品の

鑑定をどの社内組織や外部機関で行うかなど）を確立する。 

③ テイクダウンの申請を行うかどうかの社内的な基準を設け、製品の重要性等

に応じて優先的に対応を行う。 

 

オンライン・プラットフォームでのテイクダウン以外にも、事案の概要に応じ

て、製造業者や輸入業者への警告書の送付や、警察を通じた強制押収（レイド）

などを用いる例も多い。 

 

また、模倣品において盗用されているロゴ（以下「盗用ロゴ」という。）のベー

スとなった自社製品のロゴ（以下「被盗用ロゴ」という。）がタイ国内において商

標登録されていないことが判明した場合には、自らによる権利行使を容易にする

ために、速やかに被盗用ロゴの商標登録申請を行うといった対応がとられている。 

 

(2) 模倣品の証拠収集方法 

模倣品の証拠収集方法としては、概ね IV.1(3)に記述のとおりである。 
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(3) 対策に要した時間とコスト 

対応に要する時間及びコストについては、事案の難易度によって大いに異なる。 

比較的、侵害が明白な事案では、模倣品を把握して、オンライン・プラットフ

ォームによるテイクダウンが完了するまでに 1 か月程度で完了する場合もあり、

その場合は、弁護士事務所によるサポートを受ける場合でもさほどのコストを要

せずに対応可能である。 

他方、侵害の事実自体を相手方が争ってくる場合においてには、訴訟が長期化

することもあり、弁護士報酬だけで数千万円、訴訟期間としても 5, 6 年程度を要

する事案もある。 

 

(4) 成功又は失敗の理由 

模倣品対策がうまくいかない事例としては、オンライン・プラットフォーム上

のテイクダウンを行っても、製品がタイ国外で製造されており、かつ、複数の業

者を経由しているなどの理由で、製造元やその後の販売ルートの全容の解明が容

易ではなく、結果として、同種の模倣品の販売が繰り返される場合などが挙げら

れる。 

 

2. 外資系企業及び地場企業の対策事例 

外資系企業や地場企業の場合でも、基本的には、模倣品対策の方法や留意点など

は、日系企業の場合と同様と考えられる。 
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VII. オンライン上の模倣品に対する対策 

1. 概要 

近年、タイを含む ASEAN 諸国においても、E コマースを含むオンライン取引が

一般的に利用されるようになっており、新型コロナウィルスの影響もあって爆発的

に成長している。タイは、ASEAN 諸国の中でもオンライン取引が活発であり、

ASEAN 諸国で 2 番目に大きなインターネット経済圏であると言われている。オン

ライン取引では、販売する側が簡易に商品を出品できるというメリットがある一方

で、模倣品の出品も容易であり、かつ、消費者がオンライン上で模倣品か否かを判

断することが困難であるため、模倣品による被害が絶えず、大きな社会問題となっ

ている。 

こうした背景を受け、タイ商務省（Ministry of Commerce）内の 3 つの部署（DIP、

事業開発局（Department of Business Development）及び国際貿易振興局

（Department of International Trade Promotion））は、2021 年 1 月に、大手 EC

サイト運営者（Lazada、Shopee 及び JD Central）並びに複数の企業及び法律事務

所との間で、インターネット上の知的財産保護に関する MOU を締結した。同 MOU

では、インターネット上での知的財産権の保護を図るために各当事者が協力するこ

と並びに知的財産権を保有する企業が自社の知的財産権のリスト及び関連資料を

EC サイト運営者及び DIP に提出することを合意している286。 

 

2. EC サイトにおける模倣品への対策 

自社の模倣品が EC サイトにおいて販売されている場合には、民事又は刑事救済

を求めることも可能であるが、EC サイトでは出品者や販売者の情報が不明又は虚

偽であることも多いことや、1 件当たりの被害額はそれほど大きくないことから、

これらの者に対して民事又は刑事救済を求めることは簡単ではない。そこで、まず

は EC サイトの運営者に対して、模倣品のサイト上からの削除や模倣品の出店者の

排除等のテイクダウンを求めていくこととなる。 

そこで、タイにおいて大きなシェアを占める Lazada 及び Shopee におけるテイ

クダウンの手続を紹介する。 

(1) Lazada 

Lazada は、2019 年 3 月に知的財産保護チームを創設し、模倣品対策に取り組

んでいる。Lazada の知的財産保護に対する取り組みは、知的財産保護に関する

 
286 https://www.infoquest.co.th/2021/58556 



99 

 

年次報告書に詳細に記載されている287。 

Lazada は、中国のアリババグループの傘下にあることから、アリババグルー

プの知的財産権保護プラットフォーム（IPP）を通じてテイクダウンを申請する

こととなる288。具体的な申請手続は以下のとおりである。 

① アカウント登録 

アカウント登録ページで必要事項を入力してアカウント登録を行う289。 

 

② 身分証明書又は登記簿謄本等及び知的財産権の登録証をアップロードする。 

③ テイクダウンの申請ページにて、模倣品を販売している出展者を選択し、模倣

品を販売しているページの URL、その他模倣品であることを示す証拠書類等を

アップロードする。 

④ Lazada によって提出情報・書類が検討され、根拠があると判断されれば、提出

した URL の削除等のテイクダウンが実行される。 

 

 
287 https://group.lazada.com/static/ipr annual report/index.html#about 
288 https://ipp.alibabagroup.com/ 
289 https://ipp.alibabagroup.com/register.htm? localeChangeRedirectToken=1 
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(2) Shopee 

Shopee における具体的なテイクダウン申請手続は以下のとおりである。 

① 申請アカウント登録 

以下の申請ページに、必要事項を入力する290。 

 

 
290 https://shopee-support.formstack.com/forms/ipr th en 
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② 知的財産権の登録証、（権利者ではない場合）委任状、商品の写真・値段表等を

アップロードする。 

③ Shopee によって提出情報・書類が検討され、根拠があると判断されれば、模倣

品が販売されている URL の削除等のテイクダウンが実行される。 

 

3. オンライン・プラットフォーマーの法的責任 

(1) 概要 

原則として、模倣品の製造又は販売等に対する法的責任は、製造者又は販売者

が負うこととなる。もっとも、権利者が個々の製造者や販売者に対して権利行使

を行うことは負担が大きいため、EC サイト等を管理するオンライン・プラット

フォーマーに対して責任追及を行うことが効率的であり、かつ、オンライン・プ

ラットフォーマーが積極的に模倣品対策を行う動機にもなり得る。 

 

(2) 適用される法律 

① 共同不法行為・ほう助 

タイには、オンライン・プラットフォーマーの責任を規定する特別法は存在

しないため（後記の著作権法を除く。）、一般法である民商法、刑法及び知的財

産関連法に従って責任追及することが考えられる。 

知的財産関連法である特許法、商標法及び著作権法には知的財産権を侵害し

た場合の責任について規定されているものの、オンライン・プラットフォーマ

ーは、模倣品の出品を看過し、又は取り締まりを怠っているのみであり、自ら

知的財産権侵害行為を行っているわけではないため、いずれの規定も直接的に

は適用することはできない。 

もっとも、オンライン・プラットフォーマーを知的財産権侵害者との共同不

法行為者又はほう助犯とみなし、共同不法行為又はほう助行為の責任を規定す

る民商法 432 条又は刑法 86 条を適用してオンライン・プラットフォーマーの

責任を追及することが考えられる。民商法 432 条及び刑法 86 条の規定は以下

のとおりである。 

 

民商法 432 条 

数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自連帯でその

賠償の責に任じる。共同行為者中のいずれがその損害を加えたかを知ることが

できないときも同じである。また、不法行為の教唆者又は扶助者も共同不法行

為者とみなす。 
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刑法 86 条 

理由の如何を問わず、犯罪の前か後かにかかわらず、他の者が罪を犯すこと

を支援又は促進するために行動する者は、犯人が当該支援又は促進を知らない

場合であっても、当該犯罪を支援したほう助者とみなされ、当該犯罪に適用さ

れる罰則の 3 分の 2 が科される。 

 

② 著作権法 

著作権法には、サービスプロバイダーの責任が明記されており、サービスプ

ロバイダーのコンピューターシステム内において著作権侵害が行われている合

理的な証拠がある場合には、著作権の権利者は、当該著作権侵害行為の中止を

裁判所に求めることができる291。当該申立てが認められた場合、権利者は、裁

判所が指定する期間内に、著作権侵害者に対して法的措置を開始しなければな

らない292。 

サービスプロバイダーは、著作権侵害者による侵害行為を支配し、教唆し、

又は命令した者でない場合で、かつ、裁判所の命令に従って必要な行為を履行

している場合には、著作権侵害の責任から免責される293。 

同条により、「サービスプロバイダー」とは、インターネットへのアクセス若

しくはコンピューターシステムを通じたその他の通信手段を第三者に提供する

者、又は第三者のためにコンピューターデータの保存サービスを提供する者を

いう294。なお、2020 年 9 月に内閣で承認された著作権法の改正案では、「サー

ビスプロバイダー」の定義を、インターネットでのアクセス又はコンピュータ

ーシステムを通じて他の手段で連絡しあうことを可能にさせるために媒介とな

り他人にサービスを提供する者をいい、またコンピューター情報の一時的な保

存、預託及びリソースロケーションの検索サービスの提供までを意味する、と

変更されており、サービスプロバイダーの範囲が拡大することが想定されてい

る。 

 

③ コンピューター犯罪法 

コンピューター犯罪法（Computer Crime Act (No. 2) B.E.2560 (2017)により

改正された Computer Crime Act B.E.2550 (2007)）では、知的財産関連法又は

その他の法律の下で犯罪行為を構成するコンピューターデータの拡散があった

 
291 著作権法 32/1 条 1 段落 
292 著作権法 32/1 条 4 段落 
293 著作権法 32/1 条 5 段落 
294 著作権法 32/1 条 2 段落 
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場合には、管轄官庁は、デジタル経済社会省（Ministry of Digital Economy and 

Society）の大臣の許可を得た上で、裁判所に対して、当該拡散の停止又はコン

ピューターシステムからの当該データの削除を求める権限を有する295。 

オンライン上での模倣品の販売は、知的財産権を侵害するコンピューターデ

ータとなることから、自社の知的財産権を侵害する模倣品がオンライン上で販

売されている場合には、権利者は、デジタル経済社会省の担当官に対して、上

記の申立てを行うことを要請することができる。 

  

 
295 コンピューター犯罪法 20 条(3) 
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VIII. 模倣品が流通している企業に対するアドバイス 

以上を踏まえ、タイにおいて模倣品が流通している企業は、以下の対策をとるこ

とが望ましい。 

1. 知的財産権の確保 

タイにおいて、模倣品を始めとした知的財産権の侵害行為に対して権利行使を行

うためには、自社の知的財産権をタイにおいて登録していることが重要かつ必須の

条件である。この点、商標権については、未登録であっても、商標権所有者の商品

として商品を詐称した者に対して、パッシングオフ（詐称通用）の訴訟を提起する

ことができるが296、そのためには自社の商標がタイ国内で周知である必要があり、

周知と認められることは容易ではないため、実務上はパッシングオフの訴訟を提起

することは難しい。 

したがって、タイにおいて登録されている自社の知的財産権を確認し、タイにお

ける事業活動にとって重要な知的財産権が出願・登録されていない場合には、速や

かに出願手続を行うことが望ましい。 

また、商標権については、3 年間使用がない場合には不使用取消の対象となるこ

とから297、重要な商標については定期的に使用実績を残しておくことも重要である。 

 

2. 模倣品及び冒認出願の監視 

模倣品の被害を食い止めるためには、模倣品が市場に出てきた初期の段階で権利

行使し、早期に模倣品製造者・販売者を市場から排除することが必要である。模倣

品を放置しておくと、模倣品製造者・販売者からターゲットとされ、模倣品を販売

した利益で更に大量の模倣品を製造・販売することを可能としてしまうおそれがあ

る。 

模倣品を早期に発見するためには、現地の子会社や販売代理店からの情報を待っ

ているだけなく、定期的に模倣品が販売されているショッピングモールや市場を訪

問し、模倣品の販売の有無を確認することや、EC サイト上で模倣品が出品されてい

ないかを確認する等の積極的な監視活動を行うことが重要である。なお、社内のリ

ソースで対応できない場合には、このような監視サービスを提供している調査会社

や法律事務所等があることから、これらの外部業者を利用することも検討すべきで

ある。 

 

 
296 商標法 46 条 2 段落 
297 商標法 63 条 
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3. 一般消費者への注意喚起 

前記の監視活動において、模倣品が多く流通していることが判明した場合には、

自社のホームページや EC サイト上のオフィシャルサイト等で、正規商品を購入で

きる店舗の情報や模倣品を見分ける方法、模倣品を使用した場合のリスク等を公開

することで、一般消費者に注意喚起することも考えられる。 

タイにおいては、そもそも模倣品であることを知らずに購入、使用してしまって

いる消費者も少なくないため、ホームページ等で広く情報発信することで、一般消

費者が模倣品を購入しないようにするような環境を作り出すことも重要な対策の一

つである。 

 

4. 積極的な権利行使 

模倣品に対して権利行使を行わない企業は、模倣品製造者・販売者からターゲッ

トとされ、模倣品被害が更に拡大してしまうことから、発見した模倣品に対しては

積極的に権利行使を行わなければならない。 

権利行使の中でも、EC サイト運営者に対するテイクダウン手続は最も簡便で、費

用もかからない権利行使手段と言えるため、EC サイト上での模倣品に対しては積

極的にテイクダウン手続をとり、EC サイトから排除すべきである。もちろん、テイ

クダウンによって EC サイトから排除したとしても、同じ販売者が他の名前を使っ

て再度模倣品を出店することはあり得るが、そのような行為に対しても根気強く対

応することで、模倣品販売者が模倣品を自由に販売できない状況に追い込むことが

重要である。 

また、EC サイトでのテイクダウンのみではなく、前記の民事・刑事救済も積極的

に行っていくことが望ましい。民事・刑事救済において、裁判手続まで行う場合に

は相当な時間と費用がかかるが、その前段階で和解できる可能性も高いため、和解

を目指して権利行使を行うことも積極的に検討すべきである。和解においては、金

銭的な賠償を求めると交渉が難航することがあるため、模倣品の製造・販売の中止

に加えて、輸入元や製造元の情報開示等、模倣品の流通経路を解明することに重き

をおくことも考えられる。また、前記 IV.1「権利者自らによる対策」記載した点も

権利を行使する際の留意点である。 

 

5. 法律事務所との関係の構築 

上記の権利行使を行う場合には、現地の法律事務所に手続を依頼することになる

が、知的財産権の権利行使は知的財産権に関する知識と経験が必要となるため、こ

のような業務に精通した現地法律事務所を起用することが望ましい。また、現地の

法律事務所と委任契約を締結する際には、報酬・諸経費に関する規定、秘密保持条
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項、贈賄禁止条項等、契約書の細部についても十分な注意を払うことが必要である。 
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IX. 所轄機関の連絡先 

（注：電話及び FAX 番号はタイ国内番号で記載している。） 

No. Organization 

1. 知的財産局（Department of Intellectual Property）（DIP） 

Address: 563 Nonthaburi Road, Bangkrasor, Muang Nonthaburi, Nonthaburi 

11000 Thailand 

Tel.: 0-2528-7010, 1368 (Hotline) 

Fax no.: 0-2547-4691 

Website: https://www.ipthailand.go.th/en/home-eng.html 

Email address: Dipadmin@moc.go.th 

2. 法務省特別捜査局（Department of Special Investigation）（DSI） 

Address: 128, Chaeng Watthana Road, Thung Song Hong Sub-district, Lak Si 

District, Bangkok 10210 Thailand 

Tel.: 0-2831-9888 

Fax no.: 0-2975-9888 

Website: https://www.dsi.go.th/en 

Email address: dsi@dsi.go.th 

3. 検察庁（The Public Prosecution Office）（Office of the Attorney General） 

3.1  

Address: Office of the Attorney General (Chaeng Watthana Building), The 

Government Complex, Rajaburi Direkriddhi Building, 120, Moo 3, Chaeng 

Watthana Road, Thung Song Hong Sub-district, Lak Si District, Bangkok 10210 

Thailand 

Tel.: 0-2142-1436, 0-2142-1444 

Fax no.: 0-2143-9546 

Website: https://www2.ago.go.th/ 

Email address: ago@saraban.mail.go.th 

 

3.2 

Address: Office of the Attorney General (Ratchadaphisek Road Building), 51, 

Ratchadaphisek Road, Chom Phon Sub-district, Chatuchak District, Bangkok 

10900 Thailand 

Tel.: 0-2515-4000 

Fax no.: 0-2515-4078 
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Website: https://www2.ago.go.th/ 

Email address: - 

4. 税関（The Royal Thai Customs）（Thai Customs） 

Address: 1, Suntorn Kosa Road, Klong Toey, Bangkok 10110 Thailand 

Tel.: 1164 (Call Center) 

Fax no.: 0-2667-7767 

Website: https://www.customs.go.th/index.php?lang=en& 

Email address: saraban@customs.go.th 

5. 経済犯罪制圧部（The Economic Crime Suppression Division）（ECD） 

Address: Central Investigation Bureau Building, 1096, Phahonyothin Road, 

Chom Phon Sub-district, Chatuchak District, Bangkok 10900 Thailand 

Tel.: 0-2237-7535 

Fax no.: - 

Website: http://ecd.police.go.th/ 

Email address: - 

6. 中央知的財産国際貿易裁判所（ The Central Intellectual Property and 

International Trade Court）（CIPIT 裁判所） 

Address: Government Complex Commemorating His Majesty the King's 80th 

Birthday Anniversary, 5 December B.E. 2550 (2007), Rajaburi Direkriddhi 

Building (Building A), Floors 5-7, 120, Moo 3, Chaeng Watthana Road, Thung 

Song Hong Sub-district, Lak Si District, Bangkok 10210 Thailand 

Tel.: 0-2141-1910   

Fax no.: 0-2143-8722 

Website: https://ipitc.coj.go.th/th/page/item/index/id/478 

Email address: ipitc@coj.go.th 

7. デジタル経済社会省（Ministry of Digital Economy and Society） 

Address: Government Complex Commemorating His Majesty the King's 80th 

Birthday Anniversary, 5 December B.E. 2550 (2007), Ratthaprasasanabhakti 

Building, Floors 6-9, 120 Moo 3, Chaeng Watthana Road, Thung Song Hong Sub-

district, Lak Si District, Bangkok 10210 Thailand 

Tel.: 0-2141-6747 

Fax no.: 0-2143-8019 

Website: https://www.mdes.go.th/ 

Email address: pr@mdes.go.th, saraban@mdes.go.th 

8. 国 家 放 送 通 信 委 員 会 （ Office of the National Broadcasting and 

Telecommunications Commission） 
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Address: 87, Phaholyothin 8 (Soi Sailom), Samsen Nai Sub-district, Phaya Thai 

District, Bangkok 10400 Thailand 

Tel.: 0-2670-8888, 1200 (Call Center) 

Fax no.: 1200 (Press 7) 

Website: https://www.nbtc.go.th/Home.aspx?lang=en-us 

Email address: 1200@nbtc.go.th 

9. 技術犯罪制圧部（Technology Crime Suppression Division） 

Address: Government Complex Commemorating His Majesty the King's 80th 

Birthday Anniversary, Building B, Floor 4, Chaeng Watthana Road, Thung Song 

Hong Sub-district, Lak Si District, Bangkok 10210 Thailand 

Tel.: 0-2142-2556, 0-2143-8078, 0-2143-8079, 0-2143-8080 

Fax no.: -  

Website: https://tcsd.go.th/product-landing/?lang=en 

Email address: tcsdstaff@police.go.th 

10. タイ情報技術犯罪抑制作業部会（Thailand's Action Taskforce for Information 

Technology Crime Suppression） 

Address: Building 1, Floor 1, Royal Thai Police, Pathum Wan Sub-district, 

Pathum Wan District, Bangkok 10330 Thailand 

Tel.: 081-866-3000, 1599 (Hotline) 

Fax no.: - 

Website: https://pct.police.go.th/ 

Email address: pct@police.go.th 
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X. 参考資料 

1. 特許出願書298 

 

 
298 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 
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2. 優先権主張申請書299 

 

  

 
299 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 
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3. PCT 出願国内移行出願書300 

 

 
300 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 
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4. 実体審査請求書301 

 

 
301 JETRO 公表の特許審査マニュアル和訳より抜粋 
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5. 特許登録証 
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6. PPH 申請書 
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7. ASPEC 申請書 
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8. 小特許登録証 
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9. 意匠出願書（タイ語のみ） 
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10. 意匠登録証 
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11. 商標出願書（タイ語のみ） 
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12. 商標登録証 
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